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人類は過去 1 世紀の間に驚異的な経済・社会開発を成し遂げた。しかしながら、その開発が環境や低コスト資源の
利用可能性を犠牲にして達成されたことを示す兆候が、ますます強まっている。進歩はあったものの、いまだに大
きな貧富の差が見られる。

資源利用のペースを安定させ環境への影響を緩和しつつ、経済活動を公平に拡大するというジレンマは、社会に前
例のない機会と課題をもたらしている。本報告書で国際資源パネルは、この課題に取り組むために、経済成長およ
び人間の幸福と環境影響および資源利用との切り離し（デカップリング）の概念を適用しようと試みた。

この報告書はデカップリングの概念に確固たる基礎を与えるものであり、主な用語を明確に定義するとともに、資
源利用が急激に増大しているという実証的証拠を提供している。また、デカップリングはすでにある程度生じてい
るが、その潜在的可能性にはまだまだ到達していないことも示している。これらのシナリオは、私たちが資源の利
用方法に関して歴史的な選択を迫られていることを示している。本報告書では革新の可能性を調べ、経済成長と、
より資源効率の高い経済の構築における都市の役割を再考している。国家レベルにおける 4 つの事例研究は、政策
立案者がどのようにデカップリング戦略を実施しているかを明らかにしている。

ここでは物質資源、すなわち化石燃料、鉱物、金属、バイオマスに焦点を当てる。この報告書を補足するために IRP は、
土地や土壌、水、金属、都市、GHG 排出削減技術に関する報告書を並行して発表する予定である。今後発表され
るこれらの報告書は、環境影響と経済成長および人間の幸福の改善とを切り離す（デカップリングする）方法に対
する理解を深めるという国際資源パネルの目標に貢献するだろう。

資源消費と経済成長との切り離し（デカップリング）に関する作業を通じた国際資源パネルの貢献が、経済のグリー
ン化を目指す政策立案者のために大いに役立つものになれば幸いである。

仮訳：本報告書の日本語訳は、UNEP資源パネル事務局の許諾を受けて、日本国環境省の請負業務として、
財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）が行いました。その際、森口祐一東京大学大学院教授（UNEP資源
パネルメンバー）による翻訳監修を受けています。
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ここに掲載する内容は、以下の報告書からの抜粋である。

作成 : 持続可能な資源管理に関する国際パネル（国際資源パネル）

この文書は同報告書の主な結論を強調するものであり、報告書全文と併せて読むべきである。この報

告書の基礎となる研究・文献調査の引用は、報告書全文に列挙されている。

報告書全文は www.unep.org からダウンロードすることができる。ハードコピーには裏表紙に CD-

ROM が添付されている。（訳注：原文和訳をそのまま記載）追加コピーは E メール（resourcepanel@

unep.org）または郵便（United Nations Environment Programme Division of Technology 

Industry and Economics, 15 rue de Milan, 75441 Paris CEDEX 09, France）を通じて注

文可能である。
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人
間の幸福と資源消費との切り離し（デ

カップリング）は、国際資源パネ

ル（IRP）の使命の核心にあり、グ

リーン経済に関する印象的な報告書

（2011 年 2 月）を最近発表した UNEP グリーン

経済イニシアティブの核心でもある。

デカップリングの概念的枠組みと、デカップリング

を達成するための手段に関する理解は、いまだ未熟

な段階にある。IRP はデカップリングに関する一連

の調査を行う計画を立てており、それぞれの調査結

果は報告書としてまとめる予定である。各報告書の

目的は、グリーン経済イニシアティブを支援すると

ともに、世界・国家・地方レベルで適切な政策や行

動を促すことである。

この最初の報告書では、直面する課題の範囲を見定

めることを試み、世界の天然資源の流れに関する基

本的な事実と数字を提示する。本報告書に挿入され

た 4 つの国の事例研究によると、天然資源の消費

は今なお急増している。この報告書では、このデー

タを利用して、これらの物質やエネルギーの流れを

社会と経済の進歩とデカップリングするために、い

ま取り組む必要のある問題を概説しようと試みてい

る。

日本とドイツの 2 カ国は、ほぼ間違いなくデカップ

リングに向けて最も明白に取り組んでおり、一見し

たところ国内資源消費は安定しているか、わずかな

減少さえ示している。だが、その両国においてもなお、

さらに深く分析してみると、多くの財に組み込まれ

ている部品が、海外で大量のエネルギーや水、鉱物

を使用して生産されている。このように一部の先進

国は、資源強度の高さという課題を他国に「輸出」

することによって管理している。本報告書によると、

貿易は―驚くことではないが―、一般にエネルギー

利用と資源の流れを高め、その結果、全体としてデ

カップリングを促進するよりもむしろ妨害している。

発展途上国である中国と南アフリカに関する２つの

事例研究を見れば、資源の流れが着実に増加してい

ることが分かる。おそらくすべての新興経済国も同

様の傾向を示すだろう。しかしながら中国の場合、

経済の近代化と明示的な資源強度抑制策によって相

対的デカップリングを達成しようとする国家的努力

が、一定の成功を収めているようである。エネル

ギー・資源消費の絶対的削減が、発展途上国の政策

に組み込まれることはまだ期待できない。

全世界的な規模で資源消費が急増しており（図 1 参

照）、依然、経済的に繁栄している国ほど資源消費

が多い（図 8 参照）。そのような経験的な事実と数

序論
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字はすべて、世界の気候・地質環境に対する圧力が

強まり続けており、持続可能性を限界まで追い詰め

ていることを示している。このような事実を知れば、

市民や政策立案者は危険な傾向を食い止め、事態を

改善しようと焦るはずである。

本報告書の「はじめに」では、今後、IRP 報告書

で取り組む予定の課題をいくつか挙げている。明る

い見通しの例として、エネルギーや水、鉱物の利用

量をはるかに低く抑えながら、より多くのよりよい

サービスを提供する技術、資源強度の低いクリーン

な経済への移行を魅力的で有益なものにする政策や

適切なマーケット・シグナル、そして持続可能な経

済に向けた革新を進めるうえで都市部が果たす特別

な役割などが挙げられる。効果的なデカップリング

を促すそのような機会は、文明が生き残るためのラ

イフラインを提供するだけでなく、貧困と社会的不

公平を抑える前提条件にもなる。

デカップリングという課題の今後の報告書として、

技術および政策に関する報告書、都市がデカップリ

ングのための介入をいかに加速させ、またデカップ

リングのための介入から影響を受けるかについて取

り上げる報告書がある。私たちは、この成果によっ

て特に政策立案者の間で、グリーン経済の問題に対

する関心が深まることを願っている。

Marina Fischer-Kowalski 教 授 と Mark Swilling

教授のコーディネートによるチームが、関連データ

を収集し、資源強度の概観および資源強度を減少さ

せるための試みの概観を示してくれたことに、大変

感謝している。各国のデカップリング政策に関する

4 つの事例研究の執筆者にも感謝する。これらの事

例研究は本報告書の結論に有力な情報と支援を提供

してくれた。本報告書の発表・配布が引き金となっ

て、特に各国の国家機関がそのような事例研究を実

施するようになることを願っている。

報告書作成のために査読プロセスの調整役を務めて

くれた IRP メンバーの Jeff McNeely と、労を惜

しまず報告書草案に目を通してコメントしてくれ

た（匿名の）査読者の方々にも感謝したい。彼らの

助言のおかげで報告書の質が高まったことは間違

いない。最後に、UNEP パリ事務所、特に Janet 

Salem 女史が、報告書作成期間全体を通じて力強

く支援してくれたことに御礼申し上げる。

Ernst Ulrich von Weizsäcker 博士
ドイツ・エメンディンゲン

Ashok Khosla 博士
インド・ニューデリー
国際資源パネル（IRP）共同議長
2011 年 3 月 31 日
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序文

資
源効率のよい低炭素グリーン経済への

移行は、急速に変化している 21 世

紀にあって、持続可能な開発を推し進

めようとする国際的な取り組みの基本

テーマの 1 つになった。

1992 年のリオ地球サミットから 20 年を経て、各

国政府は来年、再びブラジルで会合を開く。現在、

新たな根強い課題がいくつか持ち上がっており、こ

のところ継続的な危機がいくつか発生している。そ

のような危機の一因は天然資源の管理方法、もっと

正確に言えば不適切な管理方法にある。

持続可能な開発および貧困根絶の文脈におけるグ

リーン経済は、リオ＋ 20 の 2 つの中心課題の 1

つである。この考え方は、各国の事情を考慮しなが

ら人類が地球に及ぼす影響の緩和に着手すること

が、先進国であるか発展途上国であるかを問わず、

また政府主導型であるか市場主導型であるかを問わ

ず、すべての国々の利益になることを強調している。

UNEP 国際資源パネルによるこの最新の報告書は、

この全体的な対話および方向性の重要部分である。

本報告書は、人類による天然資源の消費水準と、こ

れまでの傾向が将来にわたって続いた場合に考えら

れる消費水準について、実証的証拠を提供する。

実際に本報告書は、そのような持続不可能な水準の

消費が続けば、2050 年までに資源利用が 3 倍に

膨れ上がる可能性があることを示唆しており、劇的

に異なる道を切り開くための主な措置として、「デ

カップリング」という強力で切迫した概念を提示し

ている。

最も単純なデカップリングは、経済成長を生み出す

ために利用される水や化石燃料などの資源の量を減

らし、経済開発と環境悪化を切り離すことである。

なぜなら、現在 70 億人近くが暮らし、40 年後に

は人口が約 90 億人に増える世界で、人々を貧困か

ら抜け出させ、間もなく 20 億人に達しようかとい

う失業者や不完全就労者のために雇用を創出するに

は、成長が必要であることは明らかだからである。

だが、この成長においては、まず第 1 に、私たちの

暮らしや経済的機会を支える資産そのものを掘り出

すことよりも、はるかに効率的な資源管理が重視さ

れなければならない。
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全体的に見て、分析の結果から、今後数十年間に 1

人当たりの年間資源利用量を 5 ～ 6 トンに減らす

必要があるだろう。まだこの水準に満たない発展途

上国があり、インドのような国々は現在 1 人当たり

平均 4 トンであるが、一部の先進経済、例えばカナ

ダは約 25 トンに達している。

本報告書が指摘しているように、技術的・体系的な

革新が急速な都市化と相まって、デカップリングを

理論から現実に変える歴史的に重要な機会が生まれ

ている。この報告書では、政府がデカップリングを

促進するために意識的に取り組みを進めている中

国、ドイツ、日本、南アフリカの各国を取り上げる。

また、貿易と輸出経済のグローバル化が進む複雑な

現代世界において、デカップリングが十分に理解さ

れ―さらに重要なことには―実現されるためには、

IRP が提供するような高度な分析を必要としている

ことも強調しておく。

商品価格の高騰は、もしグリーン経済への移行が達

成されず、無期限に先送りされた場合、すべての国々

がどれだけ大きな危険にさらされることになるか

を、国際社会に痛感させた。リオ＋ 20 に至る準備

作業の中で明らかになったのは、各国政府、民間部

門および市民社会がこれを認識しており、グリーン

経済への移行を拡大して加速させることのできる選

択肢を探し求めているということである。

デカップリングは、グローバルなグリーン経済を推

進するための戦略的アプローチであり、「環境面の

危険や欠乏を大幅に抑えつつ、人間の幸福と社会的

公正を改善する」方法である。

共 同 議 長 で あ る Ashok Khosla と Ernst Ulrich 

von Weizsäcker が主導する国際資源パネルが、こ

の報告書で発表された先駆的な仕事を成し遂げてく

れたことに感謝したい。この仕事は現世代に刺激を

与えるだけでなく、将来世代の利益を守るものでも

ある。

Achim Steiner
国連事務次長兼 UNEP 事務局長

ケニア・ナイロビ、2011 年 3 月
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目標および対象範囲

国際資源パネルについて

国際資源パネル（IRP）は、意思決定者をはじめと

する利害関係者に、天然資源の持続可能な利用につ

いて、特に天然資源がライフサイクル全体で環境に

及ぼす影響について、中立的で信頼でき、政策との

関連性に富んだ科学的評価を提供するために設置さ

れた。IRP は、経済成長と環境悪化とを切り離す（デ

カップリングする）方法について理解を深めること

を目指している。デカップリングに関する本報告書

は、バイオ燃料、金属の社会蓄積量、消費・生産の

環境影響を取り上げた他の報告書とともに、IRP の

第一の一連の報告書の一部をなすものである。

本報告書の目標および対象範囲

本研究の目標は、デカップリングの概念に関する堅

実な基礎を提供し、主要な用語や概念を明確に定義

するとともに、資源管理への適用例を数多く示すこ

とである。本報告書では、デカップリングがすでに

起こっているかどうか評価し、技術的および経済的

なデカップリング促進要因を明らかにする。この報

告書は、デカップリングの促進に必要とされるであ

ろう政策措置や政策課題について指針を与えること

も目的としている。「資源」という言葉は通常、物

質や水、エネルギー、土地を指す。本報告書では物

質資源、すなわち化石燃料、鉱物、金属、バイオマ

スに焦点を当てる。したがって、1 つの報告書です

べての資源や問題を取り上げることは IRP の意図す

るところではない。むしろ、本報告書は、IPR が並

行して発表する予定である土地や土壌、水、金属、

都市、GHG 排出削減技術に関する報告書によって

補完されるべきものである。

埋めるべきギャップが数多くあり、デカップリング

の概念がさらに発展していく中で、IRP は今後評価

すべき他の具体的な主題を確認するつもりである。

資源消費と経済成長とのデカップリングに関する作

業を通じた IRP の貢献によって、持続可能な開発と

「グリーン経済学」への新たなアプローチが大きく
前進することが望まれる。
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Key findings

T
he 20th century was a time of 
remarkable progress for human 
civilization. Driven by technological 
advances as well as demographic 

and economic growth, the annual 
extraction of construction materials grew 
by a factor of 34, ores and minerals by a 
factor of 27, fossil fuels by a factor of 12, 
biomass by a factor of 3.6, and total 
material extraction by a factor of about 

eight, while GDP rose 23-fold (Figure 1). 
This expansion of material consumption 
was not equitably distributed and it had 
profound environmental impacts.

As earlier reports of the International 
Resource Panel (IRP) have concluded, 
overexploitation of resources, climate 
change, pollution, land-use change, and 
loss of biodiversity rose toward the top of 

Figure 1. Global material extraction in billion tons, 1900–2005

Source: Krausmann et al., 2009
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主たる知見

20世紀は文明が目覚ましい

進歩を遂げた時代であっ

た。 技 術 進 歩 と 人 口 増

加、経済成長を原動力に、

GDP が 23 倍に増大する一方で、年間採取量は建

設用鉱物が 34 倍、鉱石・鉱物が 27 倍、化石燃料

が 12 倍、バイオマスが 3.6 倍増加し、総物質採取

は約 8 倍増となった（図 1）。このように拡大した

物質消費は公平に分配されず、環境に大きな影響を

及ぼした。

国際資源パネル（IRP）が以前に発表した報告書の

結論で指摘されたように、資源の乱開発、気候変動、

汚染、土地利用の変化、生物多様性の低下が、主要

な国際環境問題のリストの上位にあげられるように

なった。1 つの結果として、政府、国際組織および企

業の間で、「持続可能性」が最も重要な社会的・経済

的責務となっている。今やこれら各部門の指導者は、

より持続可能な経済に向かって前進するには、人間

の幸福を達成するために経済活動を拡大すると同時

に環境影響を抑えながら、世界レベルで資源利用の

絶対量を削減する必要があることを認識している。

図1. 世界の資源採取量（十億トン）、1900〜2005年

資源採取
十億トン

GDP
兆（1012）国際ドル

鉱石・工業鉱物
化石燃料源
建設用鉱物
バイオマス
GDP

出所：Krausmann et al., 2009
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environmental concerns. One result is that 
‘sustainability’ has become an overarching 
social and economic imperative among 
governments, international organizations, 
and businesses. Leaders in these sectors 
now understand that making progress 
towards a more sustainable economy 
requires an absolute reduction in resource 
use at a global level, while human well-
being demands that economic activities 
should expand and environmental impacts 
diminish.

The dilemma of expanding economic 
activities while reducing the rate of 

resource use and reducing the 
environmental impact of any such use 
poses a serious challenge to society.

In this paper, the International Resource 
Panel has sought to apply the concept of 
‘decoupling’ to this challenge. While the 
term has been applied to everything from 
electronics to physical cosmology to linear 
algebra, in the sense used here decoupling 
means using less resources per unit of 
economic output and reducing the 
environmental impact of any resources that 
are used or economic activities that are 
undertaken. Figure 2 captures the essence 
of the two key aspects of decoupling as 

Figure 2. Two aspects of ‘decoupling’
Human well-being
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資源利用のペースを抑えて環境への影響を緩和しつ

つ、経済活動を拡大するというジレンマは、社会に

重大な課題を突きつけている。

この文書で、国際資源パネルはこの課題に「デカッ

プリング」の概念を適用することを目指している。

この言葉はエレクトロニクスから物理的宇宙論、線

形代数に至るあらゆる分野で使われているが、ここ

で用いるデカップリングとは、経済産出量 1 単位当

たりの資源利用量を減らし、利用される資源や実施

される経済活動が環境に及ぼす影響を抑えることを

意味する。図 2 は、持続可能な開発に適用されるデ

カップリングの 2 つの重要な側面、すなわち資源デ

カップリングと影響デカップリングの本質をとらえ

ている。

図2. 「デカップリング」の2つの側面
人間の幸福

経済活動（GDP）

資源デカップリング

資源利用量

影響デカップリング

 環境影響

時間
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「重視すべき製品と物質」に関する IRP 報告書は、

様々な経済活動が天然資源の利用と廃棄物の発生

（重要な負の環境影響）にどう影響を及ぼすかを明

らかにした。この報告書の焦点は、図 1 に示した 4

つのカテゴリーの主要原料、すなわち建設用鉱物、

鉱石・工業鉱物、化石燃料、バイオマスの採取である。

これらの物質は全世界で年間合計 470 億～ 590

億トン（47 ～ 59Gt）のペースで採掘されている

と推定され（2005 年のデータ）、今後も引き続き

増加する明白な傾向が見られる。

これらの原料利用の着実な増加に伴って、あるいは

おそらくその増加を促進する形で、各カテゴリーの

資源の大部分について価格が低下の一途をたどって

いる。他方、多くの重要な資源の採取コストが上昇

しており、その顕著な例として北極や外洋の石油が

挙げられる。これらの資源の少なくとも一部は現在、

価格の変動性が高まっているが、これはデカップリ

ングへのより速やかな移行を後押しするかもしれな

い。

デカップリングを実現するには、政府の政策と企業

の行動、一般大衆による消費パターンを大幅に変え

る必要がある。この変化は簡単には達成できないだ

ろう。本報告書は、その達成に向けた進路を決めた

り、この概念がもたらす課題のすべてをくまなく調

べたりしようと試みるものではない。むしろ、デカッ

プリングの概念に関する理解を深め、IRP が今後

数年間の評価で取り組むべき最も重要なデカップリ

ング関連課題を明確にしようとするものである。デ

カップリングを促進する技術・政策オプションにつ

いては、別立ての IRP 報告書で評価する予定である。

この報告書では、特に南アフリカ、ドイツ、中国お

よび日本の事例研究を利用して、デカップリングと

開発を関連づけるいくつかの方法を模索する。資源

の枯渇と負の環境影響による経済的コストが増加し

ている中で、これらの国々では政府と産業の双方が、

生産 1 単位当たりの利用資源量の削減（言い換えれ

ば資源デカップリングの増加）と、環境に対する悪

影響の削減（言い換えれば影響デカップリングの実

施）の義務を負う政策を採用するようになっている。
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未来を予測することはできないが、政治的選択の影

響を熟考することは有用であり、ここでは 3 つのシ

ナリオに検討を加える。

1. 現状維持と収束：先進工業国は 1 人当たり

資源消費を維持し、発展途上国は先進工業

国と同水準に消費率を高める。この場合、

2050 年までに世界の年間資源採取量は 3

倍になるだろう。

2. 適度な収縮と収束：先進工業国は 1 人当た

り資源消費を半分に減らし、発展途上国は

先進工業国と同水準に消費率を高める。こ

の場合、2050 年までに世界の年間資源採

取量は 40％増加するだろう。

3. 大幅な収縮と収束：世界の資源総消費は

2000 年の水準に維持され、すべての国の

1 人当たり資源消費が同じになる。この場

合は当然、世界の資源採取量は現行水準に

とどまるだろう。

上記のシナリオのどれでも、世界の年間資源採取量

が実質的に減少することはない。しかし、どのシナ

リオも、増え続ける世界人口が持続可能な資源管理

の状況下で生活したいと考えるなら、経済活動に必

要とされる資源を大幅に減らす必要があることを示

している。そのためには革新（イノベーション）が不

可欠であり、それはことによると、GDPを補完する

環境や社会要素を取り入れた進歩を示す指標にさえ

つながるかもしれない。例えば、UNEPのグリーン

経済イニシアティブは、世界経済の再生を、生態系悪

化、水不足および炭素依存性の抑制と結びつけよう

としている。デカップリングを支援する可能性のあ

るその他の革新（イノベーション）については、IRPデ

カップリング作業部会の将来の報告書でさらに詳し

く論じる予定である。
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デカップリングは貿易および資源の分配と大いに関

連がある。多くの資源がライフサイクルの最初から

最後まで複雑な経路をたどり、その過程で多くの

活動がかかわるため（図 3）、このバリューチェー

ンに沿って消費（およびデカップリング）に対する

責任を割り当てることは依然として難しい課題で

ある。物質の国際貿易量は 1970 年の 54 億トン

（5.4Gt）から 2005 年には 190 億トン（19Gt）

に増えており、消費の責任の所在が曖昧になるとと

もに、デカップリングの適用が困難になっている。

各国の資源消費率を比較する客観的な手段として

「物質代謝率」（1 人当たり利用資源）の概念を利用

すると、デカップリングにより国家間の公平を高め

ることも潜在的に可能である。不公平の克服には特

に注目する必要がある。一部の国々では物質代謝率

が 1 人当たり年間 4 トンと極めて低く、この水準

では基本的ニーズを満たすことができない。他方、

物質代謝率が 1 人当たり年間 40 トン以上に達して

いる国もあり、この水準になると未来の世代は言う

までもなく現在の世界人口にさえ必要な資源が行き

渡らない。

この文書では、資源デカップリングと影響デカップ

リングの両方が必要であることを裏付ける実質的証

拠を示し、そのようなデカップリングが実際に起

こっている例をいくつか挙げる。資源のカテゴリー

が異なれば環境影響の種類も大いに異なるが、デ

カップリングに向けた進展は、ここで検討している

4 つのカテゴリーすべての資源に見られる。だが現

在までのところ、この進展は決定的なものではなく

徴候を示すにすぎず、主要な関係者にデカップリン

グが極めて重要であることを納得させるには、これ

までよりもさらなる努力が必要である。国際資源パ

ネルの今後の活動は、環境資源を維持しつつ人間の

幸福を改善する「グリーン経済」につながることを

期待しつつ、そのような取り組みの支援を目的とし
ている。
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1.1 Why decoupling?

Human well-being and its improvement, 
now and for a larger world population in 
the future, is based upon the availability of 
natural resources such as energy, 
materials, water and land. Demographic 
and economic development have led to a 
rapid rise in the use of these resources. 
Many of them are becoming less abundant 
relative to demand, and some run the risk 
of critical scarcity in the near future (as 
indicated by declining grades of ores being 
mined for example). Resource use links 
economic activities to the environment, so 
this report uses an economic definition of 

‘material resources’: natural assets 
deliberately extracted and modified by 
human activity for their utility to create 
economic value. These assets can be 
measured both in physical units (such as 
tons, joules or area), and in monetary 
terms expressing their economic value. 
Such a focus enables this report to apply 
accounting measures to the four categories 
of material resources it is assessing, at 
several levels where data on population 
and economic activity (GDP) are available. 

Undesirable environmental impacts can 
arise from any part of the life cycle of 
resource use: in the phases of extraction, デ
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1.　はじめに

1.1　なぜデカップリングなのか？

現在世界に住んでいる人々と未来のより多くの人々

のために人間の幸福を実現し、さらに改善していく

には、エネルギーや物質、水、土地といった天然資

源の利用可能性を確保しなければならない。人口増

加と経済開発に伴って、これらの資源の利用が急増

してきた。需要に対して十分な量を確保できない天

然資源が増えており、近い将来に決定的に不足する

おそれのある資源もある（例えば、採掘される鉱石

の品位低下がその徴候を示している）。資源利用は

経済活動を環境に結びつけるものであるため、この

報告書では「物質資源」の経済的定義を用いる。す

なわち、「経済価値を生み出すという効用のために、

人間の活動によって意図的に採取・加工される自然

資産」である。このような資産は、物理的単位（トン、

ジュール、面積など）だけでなく、その経済的価値

を表す貨幣価値でも計量することができる。この報

告書では、このように焦点を当てることで、人口と

経済活動（GDP）に関するデータを入手できるいく

つかのレベルで、評価対象の 4 つのカテゴリーの物

質資源に勘定による計量を適用する。

採取、生産・製造、消費・利用、消費後の処分など、

資源利用のライフサイクルのあらゆる段階で、望ま

しくない環境影響が発生することがある（図 3）。
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production/manufacture, consumption/use, 
or post-consumption disposal (Figure 3). 

These impacts may be caused by deliberate 
interventions into natural systems such as 
land-cover change and resource extraction, 
or by unintended side effects, such as 
emissions and wastes. These impacts may 
lead to disruptions of at least some of the 
ecosystem services that are essential to 
human well-being. Thus a focus on 
decoupling requires attention both to the 
amount of resource use linked with 
economic activity, and to the environmental 
impacts associated with this resource use 
at all stages of the life cycle. 

Reducing both resource use and 
environmental impacts means reducing the 
material losses at each stage in the life 
cycle – losses that result from converting 
energy carriers into CO2 (and other) 
emissions, and other material resources 
into wastes, in the process of generating 
economic services and value. Decoupling is 
about generating economic services and 
value with declining amounts of resources, 
declining wastes and emissions, and 
declining other environmental impacts.

This report will indicate how meeting the 
challenges of decoupling resource use and 
negative environmental impacts from 
economic activity can contribute to the 

overall goals of meeting the needs of a 
growing world population, eradicating 
poverty, and supporting economic 
development, with a minimum of strain on 
the world’s resource base and without 
threatening future ecosystem services. 

The report seeks to establish a qualitative 
and quantitative foundation upon which 

Figure 3. The life cycle of resource extraction and use

➥ Recycling flows
➥ Emissions (mainly CO2)
● Flows of energy carriers (biomass and fossil fuels)
● Other material flows (ores, construction minerals)

➥➥➥➥➥

Infrastructure

Waste 
disposal

Consumption 
and use

Distribution

Production

Resource 
extraction

Environment

Socio-economic systemSocio-economic system

Note: flows of resources, emissions and wastes according to European 
proportions
Source: Fischer-Kowalski, 2011

13

これらの影響は、土地被覆変化や資源採取といった

自然のシステムへの意図的な介入、あるいは排出や

廃棄のような意図せぬ副作用に起因する場合があ

る。このような影響は、人間の幸福に欠かせない生

態系サービスの少なくともいくつかを混乱させるか

もしれない。したがってデカップリングに焦点を当

てるには、経済活動に関連する資源利用量だけでな

く、この資源利用に伴うライフサイクルの全段階に

おける環境影響にも注意を払う必要がある。

資源利用と環境影響の両方を減少させるには、経済

的サービスと経済的価値を生み出す過程において、

ライフサイクルの各段階で生じる物質的損失、すな

わち、エネルギー源を CO2 などの排出に転換し、

その他の物質資源を廃棄物に転換した結果生じる損

失を抑えなければならない。デカップリングとは、

経済的サービスと経済的価値を生み出す際に、資源

利用量と廃棄物・排出物を減らし、さらにその他の

環境影響を抑えることである。

この報告書では、資源利用や負の環境影響と経済活

動とのデカップリングという難題に対処すれば、世

界の資源ベースに対する負担を最小限に抑えつつ、

かつ将来の生態系サービスを脅かすことなく、増え

続ける世界人口のニーズを満たし、貧困を根絶し、

経済開発を支援するという全体的目標に貢献できる

ことを示す。

本報告書では、デカップリング戦略を構築する基礎

となり得る定性的・定量的基盤を構築しようと試み

る。資源利用とその環境影響を評価するために、グ

ローバルで長期的な視点に立って考える。しかし、

資源の枯渇と環境破壊はグローバルな課題ではある

が、人々に与える影響は場所によって異なる。資源

採取、商品への転換、最終的消費、処分・再利用は

図3. 資源採取・利用のライフサイクル

リサイクルフロー
排出（主として二酸化炭素）

エネルギー源フロー（バイオマス及び化石燃料）
その他物質フロー（鉱物、建設用鉱石）

環　境

資源採取

生　産

インフラストラクチャー

廃棄物

消費使用

流　通

社会経済システム

注：図中の排出物および廃棄物の流れの大きさはヨーロッパの割合による
出所：Fischer-Kowalski, 2011
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異なる国々で行われる場合が多く、ライフサイクル

の各段階に関連する便益や環境影響は時間・空間を

超えて広く分配される。

1.2　デカップリングを定義する

天然資源に適用される「デカップリング」は、

1992 年に持続可能な発展のための世界経済人会議

（WBCSD）が立案した「環境効率」の概念、及び、

「環境バッズ（負の財）」と「経済財」との関連を断

ち切る活動であるという 2001 年の OECD による

デカップリングの定義に端を発す。開発途上地域の

文脈からは、2004 年に国連ラテンアメリカ・カリ

ブ海経済委員会（ECLAC）が、基本的に経済成長

と資源消費とを切り離す（デカップリングする）「非

物質的経済成長」の考えを打ち出した。

資源デカップリングとは、そのような基礎に立って、

経済活動 1 単位当たりの資源利用率を引き下げるこ

とを意味する。この「脱物質化」は、より少ない物

質資源やエネルギー資源、水資源、土地資源を利用

して、同じ経済産出量を生み出すことによって達成

される。資源デカップリングの結果、資源利用効率

が高まり、図 1 に示されるように、資源投入に対す

る経済産出量（GDP）が増加している。

資源デカップリングは、資源の枯渇速度を抑えて資

源不足と世代間の公平の問題を軽減すると同時に、

資源生産性を高めてコストを削減することができ

る。他方、生産性上昇の結果、経済成長が加速し、

資源利用が減少するのではなく増加するという、「リ

バウンド効果」として知られる現象が見られること

もある。実際に、一部の経済学者は、利用されるエ

ネルギー資源の入手可能性は経済成長に欠かせない

要因であると主張し、資源デカップリングの実行可

能性に疑念を呈している。ここで示した証拠は、あ

る種の資源デカップリングが実際に 20 世紀を特徴

付けていたことを示している（図 1 および 4）。

他方、影響デカップリングの場合は、負の環境影響

を抑えながら経済産出量を増やす必要がある。その

ような影響は、資源採取（採掘や農業による地下水

汚染など）、生産（土地の劣化や廃棄物、排出物など）、
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商品の利用（例えば輸送プロセスでの燃料燃焼によ

る CO2 排出）、消費後（この場合も廃棄物や排出物）

の各段階で生じる。負の環境影響を抑えて経済的価

値を付加すれば、影響がデカップリングされる。

影響デカップリングとは、よりよく、より賢明に、

よりクリーンに資源を利用することを意味する。環

境影響を抑えることで資源不足や生産コストが軽減

されるとは限らず、逆に増加することさえある。そ

の一例が二酸化炭素回収・貯留（CCS）である。こ

の影響デカップリング技術は現在、産出 1 単位当た

りの必要エネルギー量が多いため、資源デカップリ

ングは起こっていない。だが、CO2 が大気中に排出

されなくなるため、ライフサイクル全体における環

境影響は減少する。

デカップリングと資源利用の絶対量の削減は区別さ

れなければならない。資源または影響のデカップリ

ングは、環境関連パラメーター（資源利用量や特定

の環境影響指標）の成長率が、関連経済指標（例え

ば GDP）の成長率より低くなることを意味する。

そのようなデカップリングはかなり一般的であるよ

うに思えるが、必ずしも資源利用の絶対量削減につ

ながるわけではない。デカップリングが資源利用の

絶対量削減につながるのは、資源生産性の伸び率が

経済成長率を上回る場合だけである。この後者の

ケースは「環境クズネッツ曲線」に表れており、繁

栄がある線を超えて進むと生産・消費による環境影

響が減少する。
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D
ecoupling economic activity from 
undesirable environmental impacts 
requires an improved 
understanding of resource-use 

trends and their drivers. One approach to 
measuring resource use is ‘material flow 
accounting’ (MFA), which quantifies all 
materials used in economic activities. MFA 
accounts for the total material mobilized 
during the extraction process (i.e. the ‘total 
material requirement’) and for the materials 
actually used in economic processes (‘direct 
material consumption’), measured in terms 
of their mass (metric tons). For reasons of 
data reliability and clarity, this report 
focuses on materials actually used in 

economic processes. As a rule of thumb, 
total material requirement is about twice as 
much as direct material consumption. The 
MFA methodology generates accounts in 
physical terms that are analogous to GDP 
and use the same system boundaries, so it 
yields data that support an analysis of 
decoupling of material resource use from 
economic activity. 

Negative environmental impacts are 
undesirable changes in the natural 
environment that can be causally linked to 
some socio-economic activity. 
Environmental impacts are usually 
assessed on the product level by life cycle デ
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2.　天然資源の利用とそれに伴う望ましくな
い環境影響の世界的な長期的傾向

経
済活動と望ましくない環境影響とをデ

カップリングするには、資源利用傾向

とそれを促進する要因に対する理解を

深める必要がある。資源利用を測定す

る 1 つの方法は、経済活動に利用されたすべての

物質を定量化する「物質フロー勘定」（MFA）であ

る。MFA は、採取プロセスで使われた物質の総量

（すなわち「関与物質総量」）と、経済プロセスで実

際に利用された物質（「直接物質消費」）を、その質

量（メートルトン）で表したものである。この報告

書では、データの信頼性が高く分かりやすいという

理由で、経済プロセスで実際に利用された物質に焦

点を合わせる。大ざっぱに言えば、関与物質総量は

直接物質消費の約 2 倍である。MFA 手法は、GDP

と類似の物量単位による勘定を生み出し、同じシス

テム境界を利用しているため、物質資源利用と経済

活動とのデカップリングの分析を支援するデータを

与えてくれる。

望ましくない環境影響とは、自然環境の望ましくな

い変化で、その原因として特定の社会経済活動が関

係している。環境影響は通常、ライフサイクル・ア

セスメント（LCA）によって製品レベルで評価され

る。LCA は統計データによって裏付けられる 7 つ

（以上）の影響カテゴリーを調べる。すなわち酸性化、
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気候変動と地球温暖化、生態毒性、人間毒性、富栄

養化、光化学オゾン形成（光化学スモッグ）、成層

圏オゾン喪失である。

2.1　物質資源利用の世界的動向

世界の物質資源利用量は年間原料採取量に等しい。

国家レベルでは、国内で採取された物質の量（DE、

「国内資源採掘」）は物質利用量と同じにならない。

これは各国の物質利用（DMC、「国内物質消費」と

呼ばれる）が輸出入にも依存しているためである。

21 世紀初頭、世界の原料採取量は年間推定 470

億 ～ 590 億 メ ー ト ル ト ン（47 ～ 59Gt） だ っ

た。20 世紀に世界の年間物質採取は 8 倍に増え

た。20 世紀の大部分にわたって、バイオマスが物

質採取・利用の中心を占め、1900 年には全体の 4

分の 3 近くに上っていた。1 世紀の後ち、バイオマ

ス資源はさらに収穫されていたが、物質採取全体に

占める割合はわずか 3 分の 1 にまで低下していた。

その原因は、世界の社会経済物質代謝が次第に鉱物

資源に傾き、化石燃料などが燃料用バイオマスに

取って代わったことだ。言い換えれば、利用される

物質の構成が再生可能資源から非再生可能資源へと

移行したのである。

原料採取・利用の全体的な増加をもたらした大きな

要因は、人口の増大である。各国の物質利用（国内

物質消費、DMC）は人口と結びついている。これ

は例えば食料については明々白々だが、物質面での

国民生活水準の一部となっているその他の物質資源

にも当てはまる。したがって、物質代謝率（1 人当

たり資源利用量）は、全体的な消費のかなり頑健な

測定基準となる。物質代謝率は国によってばらつき

が大きく、開発・経済パターンによって変わる。例

えば、資源利用はインドの人口が 1 人増えれば平均

4 トン増えるが、カナダの人口が 1 人増えれば平均

25 トン増えることになる。

20 世紀の間に世界の 1 人当たり所得は 7 倍に増え

たが、1 人当たり平均資源利用は 2 倍になったにす

ぎない（図 4）。世界人口 1 人が必要とする資源量

は、2005年には年間8.5～9.2トン程度だったが、

100 年前の世界の 1 人当たり平均物質代謝率はわ

ずか 4.6 トンであった。この調査結果は、資源利用

と経済開発との 1 人当たりデカップリングが大きい

ことを示している。世界の平均物質代謝率は、緩慢
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グ capita merely doubled (Figure 4). A global 

inhabitant in 2005 required somewhere 
between 8.5 and 9.2 tons of resources 
annually, while a hundred years earlier the 
average global metabolic rate per capita 
was just 4.6 tons. These findings indicate 
substantial per capita decoupling of 
resource use from economic development.
Average global metabolic rates have 
sometimes grown slowly (such as the 

period from 1900 to the end of World War 
II), and sometimes rapidly (such as the 
period from the end of World War II up to 
the global oil crisis in the early 1970s). 
From the 1973 oil shock until the turn of 
the century, the global average has again 
remained fairly stable and continued to do 
so in the industrialized countries (Figure 5). 
Apparently, this oil crisis mattered not only 
economically (because price levels soon 

Figure 4. Global metabolic rates 1900–2005, and income

Source: Krausmann et al., 2009; based on Sec Database "Growth in global materials use, GDP and population during the 20th century", Version 1.0 
(June 2009): http://uni-klu.ac.at/socec/inhalt/3133.htm)

Metabolic rate
t/cap/yr

Income
 International dollars cap/yr

14

12

10

8

6

4

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1900 20001910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990

● Ores and industrial minerals
● Fossil energy carriers
● Construction minerals
● Biomass
● Income

1,000

0

2

0

de
co
up
li
ng

デ
カ

ッ
プ

リ
ン

グ
天

然
資

源
利

用
・

環
境

影
響

と
経

済
成

長
と

の
切

り
離

し

18 19

に上昇した時期（1900 年から第 2 次世界大戦の

終わりまでの期間など）もあれば、急激に上昇した

時期（第 2 次世界大戦の終わりから 1970 年代初

めの世界石油危機までの期間など）もある。1973

年のオイルショックから世紀の変わり目にかけて

は、世界平均は再びかなり安定した状態を保ち、先

進工業国ではそのような傾向が続いた（図 5）。一

見したところ、この石油危機は（ほどなく価格水準

が回復したため、図 6 および 7 を参照）経済的に

重要であったのみならず、工業国における物質利用

と所得との関係のパターンをも変化させた。だが近

年、全世界で再び物質代謝率が上昇に転じている。

その原因は、ブラジルや中国、インドといった大規

模な新興経済国で資源利用が急増していることであ

り、これら各国は現在、1950 年代、1960 年代

の工業国と同様のパターンを示している。

図4. 世界の物質代謝率および所得（1900〜2005年）

物質代謝率
トン / 人 / 年

所得
1人当たり国際ドル/年

鉱石・工業鉱物
化石エネルギー源
建設用鉱物
バイオマス
所得

出所：Krausmann et al., 2009; 右記に基づく：Sec Database "Growth in global materials use, GDP and population during the 20th century", 
Version 1.0 (June 2009): http://uni-klu.ac.at/socec/inhalt/3133.htm
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recovered, see Figures 6 and 7), but it also 
changed the pattern of relations between 
material use and income in industrial 
countries. Globally, though, in recent years 
metabolic rates have started to rise again, 
driven by rapidly growing resource use in 
large emerging economies such as Brazil, 
China and India which now display a 
pattern similar to that of the industrial 
countries in the 1950s and 1960s.

These data indicate that global material 
resource use during the 20th century has 
been rising at about twice the rate of 
population growth, but still at a 
substantially lower pace than the world 
economy. This resource decoupling has 
taken place ‘spontaneously’ rather than as 
a result of policy intention and even though 
resource prices declined by about 30% in 
the course of the 20th century (Figure 6). It 

Figure 5. Gross Domestic Production and Domestic Material Consumption in OECD countries,
1980–2000 

Indexed
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● GDP
● Material productivity (GDP/DMC)
● Material consumption (DMC)

1980 1990 2000 2010 

250250

200200

00
1980 20101990

100100

150150

2000

Food and other crops 

1980 1990 2000 2010 

250

200

0
1980 20101990

100

150

2000

Metals 

1980 1990 2000 2010 

250

200

0
1980 20101990

100

150

2000

Source: OECD, 2008b. Data update provided by OECD on 1 April 2011, http://www.oecd.org/dataoecd/55/12/40464014.pdf
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図5. OECD加盟国の国内総生産と国内物質消費、1980〜2000年

指数
1980 年＝ 100

食糧その他の作物

建設用鉱物 木材 工業鉱物 化石燃料

金属

GDP
物質生産性（GDP/DMC）
物質消費（DMC）

出所：OECD, 2008b. OECDにより2011年4月1日に提供された最新データ、 http://www.oecd.org/dataoecd/55/12/40464014.pdf

これらのデータは、20 世紀に世界の物質資源利用

は人口増加率の約 2 倍のペースで増加してきた事を

示しているが、それでも世界経済の成長率を大きく

下回っていた。この資源デカップリングは、政策的

な意図の結果によるものというよりも「自然に」発

生したものであり、20 世紀に資源価格が約 30％

下落したにもかかわらず起こった（図 6）。しかし

注目に値するのは、20 世紀に資源価格が約 30％

下落したのは、資源発見の加速、技術的進歩、投資

水準の上昇、世界貿易協定によるグローバル競争激

化の結果だったことである（図 6）。
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グ is noteworthy, however, that resource 

prices declined by about 30% during the 
course of the 20th century as a result of 
accelerated discovery, technological 
advances, rising investment levels and 
global trading arrangements that 
increased global competition (Figure 6).

A similar phenomenon may now be 
happening in conjunction with the current 
economic crisis (Figure 7). A steep rise in 
raw material prices reached a maximum in 
2007, and a return to usual price levels may 
have started in 2008. For the time being, 
though, it is hard to tell whether this return 
to price levels ‘as usual’ will lead to a 
further decline in prices, or a subsequent 
increase. If, however, the steady price rises 
since late 2009 continue, this may confirm 
that a combination of resource depletion 
and rising demand could bring the era of 
declining resource prices to an end. 
Although prices on their own will not result 
in decoupling, rising resource prices are a 
necessary but by no means sufficient 
condition for long-term decoupling.

In a cross-country comparison, the relation 
between income and resource use per 
capita is uniformly continuous: as a rule, 
the more income, the more resource use. 
But Figure 8 indicates that some countries 
can achieve high incomes per capita while 
consuming relatively few resources, while 

Figure 6. Composite resource price index (at 
constant prices, 1900–2000)

Source: Wagner et al., 2002
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Figure 7. Commodity price indices

Source: World Bank Commodity Price Data (Pink Sheet), historical 
price data, available from http://blogs.worldbank.org/prospects/global-
commodity-watch-march-2011
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同様の現象が今、現下の経済危機と同時に起こっ

ている可能性がある（図 7）。原料価格の高騰は

2007 年に極限に達し、2008 年から通常の価格

水準に戻り始めているかもしれない。だが差し当た

り、この「通常どおり」の価格水準への復帰で価格

がさらに下落するのか、あるいは上昇するのかは分

からない。しかしながら、2009 年後半以降の一貫

した価格上昇傾向が続けば、資源の枯渇と需要増大

の組み合わせによって資源価格下落の時代が終わる

可能性のあることが裏付けられるかもしれない。価

格それ自体がデカップリングをもたらすわけではな

いが、資源価格の上昇は長期的なデカップリングの

必要条件ではあるものの、十分条件では決してない。

国家間比較によると、1 人当たりの所得と資源利用

との関係は一様に安定しており、原則として、所得

が増えるほど資源利用量も増える。しかし図 8 を見

れば分かるように、比較的少ない資源消費量で高い

1 人当たり所得を達成できている国もあれば、1 人

当たり資源消費水準が非常に高いにもかかわらず、

それに見合った所得を達成していない国もある。各

国の物質代謝率にばらつきが見られる大きな要因は

2 つある。すなわち、農業中心経済から化石燃料中

心経済への転換（「開発」）と人口密度だ。人口密度

の高い工業国（多くの欧州諸国と日本）の平均物質

代謝率が 1 人当たり約 13 トンであるのに対し、人

図6. 合成平均資源価格指数（実質価格、1900〜2000年）

図7. 商品価格指数

指数
2000 年＝ 100

物価指数
（2000 年の実質価格：米ドル）
2000 年＝ 100

出所：Wagner et al., 2002

出所：World Bank Commodity Price Data (Pink Sheet), historical price data, 
下記で入手可能：
http://blogs.worldbank.org/prospects/global-commodity-watch-march-2011

食糧
原材料
エネルギー
金属・鉱物（鉄鉱石を含む）
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Figure 8. The global interrelation between resource use and income (175 countries in the year 2000)

Source: Steinberger et al., 2010
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図8. 世界の資源利用と所得の相互関係（175カ国、2000年）
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出所：Steinberger et al., 2010
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other countries have very high resource 
consumption levels per capita without a 
correspondingly high income. Two key 
factors account for much of the variation in 
the metabolic rates of countries: the 
transformation from agriculture-based to 
fossil fuel-based economies 
(‘development’), and population density. 
Industrial countries with high population 
density (among them many European 
countries and Japan) have an average 
metabolic rate of about 13 tons/capita, 
while those with low population density (for 
example Finland, the USA and Australia) 
have a metabolic rate twice as high, 
although income and material comfort do 
not substantially differ. Also among the not 
yet fully industrialized countries, those with 
high population density (such as China and 
India) showed average metabolic rates of 
5 tons/capita in the year 2000, while the 
metabolic rates in comparable low-density 
developing countries (e.g. Brazil and South 
Africa) were more than twice as high 
(Figure 9). It appears that densely 
populated areas and regions need fewer 
resources per capita for the same standard 
of living and material comfort. 

The decrease in need for materials with 
rising population density is essentially good 
news in a rapidly urbanizing world. The 
doubling of metabolic rates due to the 
traditional resource and energy-intensive 

industrial transformation, on the other 
hand, is a major challenge for those 
high-density countries: the resource and 
environmental burden of each of their 
inhabitants’ is about to double. This is also 
a challenge for the rest of the world in 
terms of resource depletion and 
environmental impact, especially as almost 
two thirds of the world population live in 
these high density countries with – so far 
– very low metabolic rates. 

It is necessary, therefore, to relate 
strategies dealing with resource use to 

Figure 9. Average metabolic rates (resource 
use in tons/capita) by development status and 
population density 

High-density means a population density of 50 people/km2 or higher. 
Share in world population: 13% industrial, high density, 6% industrial, 
low density, 62% rest of the world, high density, 6% rest of the world, 
low density. 
Source: Krausmann et al., 2008
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口密度が低い国（例えばフィンランド、アメリカ、

オーストラリア）の物質代謝率は 2 倍だが、所得や

物質的な快適さはさほど変わらない。まだ完全に工

業化を達成してはいない国々を見ても、人口密度の

高い国（中国やインドなど）は 2000 年の平均物

質代謝率が 1 人当たり 5 トンだったが、人口密度

の低い同等の発展途上国（例えばブラジル、南アフ

リカ）の物質代謝率はその 2 倍を超えていた（図 9）。

人口密度の高い地域は、より少ない 1 人当たり資源

で同じ生活水準や物質的な快適さを手に入れること

ができるようである。

人口密度が上昇すれば必要物質量が減少すること

は、急速に都市化が進む世界では、基本的に朗報で

ある。その一方で、伝統的な資源・エネルギー集約

型産業転換に起因する物質代謝率の倍増は、そのよ

うな人口密度の高い国々に大きな課題を突きつけて

いる。国民一人一人の資源・環境負荷が倍増しよう

としているのである。これは資源の枯渇と環境影響

の点から、世界の他の国々にとっても課題である。

というのも特に、世界人口の 3 分の 2 近くが、物

質代謝率が―今までのところ―非常に低く、人口密

度の高い国に住んでいるからだ。

したがって、資源利用に対処する戦略を開発戦略に

結びつける必要がある。先進工業国について資源利

用削減を促進することは完全に正当であるように思

えるが、発展途上国における低い物質代謝率は、基

本的ニーズが満たされておらず、物質的な快適さの

水準が低いことを反映している場合が多い。社会的

正義を達成するには、必要な物的インフラへの投資

によって貧困問題に取り組む環境的・経済的余地が

必要である。

図9. 人口密度及び開発段階別平均物質代謝率
　　 （資源利用：1人当たりトン）

物質代謝率
トン / 人 / 年

鉱石・工業鉱物
化石エネルギー源
建設用鉱物
バイオマス

高密度とは、1 平方キロメートル当たり 50 人以上の人口密度を意味する。
世界人口に占める割合は、工業国（高密度）13％、工業国（低密度）6％、
その他の国々（高密度）62％、その他の国々（低密度）6％である。
出所：Krausmann et al., 2008

工業国
（低密度）

工業国
（高密度）

その他の国々
（低密度）

その他の国々
（高密度）
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しかし主な課題は、これらの国々がどうやってこの

問題に取り組むかということだ。過去の技術や産業

転換を模倣すれば、発展途上国の取り組みは資源の

枯渇と環境影響によって損なわれるだろう。した

がって最適の戦略は、残された余地を利用すると同

時に、資源・エネルギー集約度の低い成長・開発経

路を進むことである。資源・影響デカップリングは、

そのような資源・エネルギー集約度の低い経路がど

のようなものになる可能性があるか、どうすればそ

のような経路を達成できるかを説明するのに役立

つ。実際に、急速に工業化している多くの国にとっ

て、デカップリングは、貧困の根絶に必要な多角化

した経済、基本的なインフラ、生態系サービスを生

み出すために必要とされる種類の革新主導型成長を

達成する前提条件かもしれない。

2.2　世界の環境影響の動向の評価

UNEP 国際資源パネルは 2010 年に発表した報告

書で、環境影響評価手法を利用して、世界の生産・

消費活動がライフサイクルにおいて環境に及ぼす影

響を評価するとともに、様々なカテゴリーの物質と

環境影響との関連を解明した。詳しい情報について

は www.unep.org を参照されたい。

その報告書は、バイオマスを環境への圧力、とくに、

生息域変化、気候変動、水利用、有害物質の排出の

最も重要な駆動要因の 1 つとして挙げた。暖房や輸

送、金属精錬、工業製品生産への化石燃料の利用も

同程度の重要性をもち、化石エネルギー資源の枯渇、

気候変動、排出に関連する広範囲の影響をもたらし

ている。

将来に向けて BAU（トレンドが維持される）シナ

リオでは、これらの活動に伴う影響は減少するどこ

ろか、むしろ増えそうである。このような動向は資

源デカップリングに関しても重要な問題である。

工業鉱物・鉱石は実に多種多様な資源区分であり、

量的には鉄類と無機質肥料が大部分を占めている。

最も利用しやすい影響情報は資源のライフサイクル

の採取段階に関するもので、この段階では土地、大

気および水系統を撹乱させる影響が生じることが多

い。環境影響の観点からは、資源採取の場所が意味

を持つ。というのも、地域によって環境規制が異な

るからだ。環境基準は、貧しい発展途上国よりも豊

かな工業国のほうが厳しい傾向がある。産業鉱石・

鉱物の採掘は過去 25 年間に倍増し、工業国から発

展途上国や新興工業国（NIC）にシフトしている。

2006 年には、すべての鉱物・鉱石の半分以上が工

業国以外で採掘された。

1109578_Decoupling.indd   24 12/03/23   16:26



dominated quantitatively by ferrous metals 
and mineral fertilizers. The most 
accessible impact information is from the 
extraction phase in the life cycle of those 
resources, where impacts often involve 
disturbance to land, air and water systems. 
The location of resource extraction is 
relevant from an environmental impact 
point of view because environmental 
regulations vary in different parts of the 
world. Those standards tend to be tighter 
in wealthy industrial countries than in 
poorer developing countries. Extraction of 
industrial ores and minerals has doubled in 
the past 25 years and shifted from 
industrial towards developing and newly-
industrializing countries (NIC); in 2006, 
more than half of all minerals and ores 
were extracted outside of industrial 
countries.

Fossil fuels are closely associated with CO2 
emissions in the use phase, as well as 
local impacts in the extraction phase. Over 
the past 100 years or so, while GDP rose by 
a factor of 22, fossil fuel use rose by a 
factor of 14 (and GHG emissions by a factor 
of 13). The increasing use of coal for energy 
may even raise the volume of GHG 
emissions per unit of fossil fuel use. 

An additional concern for non-biotic 
materials is the decline of ore grades and 
oil production capacity, and the increasing 

expense, energy and other environmental 
factors it will take to extract them. 

The use of biomass is strongly related to 
impacts on global sulphur and nutrient 
cycles, with human induced flows now 
equalling natural flows. Some studies have 
shown that biomass extraction may be 
somewhat decoupling from land use, but 
coupled with increasing amounts of 
fertilizer use per unit of agricultural yield 
(see Figure 10).

● Nitrogenous fertilizer consumption
● Cereals production
● Cereals, area harvested

Indexed 
1961=100

Figure 10. Global growth of cereals production 
and fertilizer consumption   

Note: Global growth in the production of cereals since 1961 almost 
exclusively depended on intensification (nitrogen input, tractors, 
yields and many other factors not shown on this graph), whereas the 
expansion of harvested area played an insignificant role.
Source: UNEP GEO Portal, as compiled from FAOSTAT database, Food 
and Agriculture Organization of the United Nations (FAO), 
http://geodata.grid.unep.ch 
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化石燃料は、採掘段階の局所的影響だけでなく、利

用段階の CO2 排出にも密接に関連している。過去

100 年ほどの間に、GDP は 22 倍に増え、化石燃

料利用は 14 倍（GHG 排出は 13 倍）に増大した。

エネルギーとしての石炭利用の増加で、化石燃料利

用 1 単位当たりの GHG 排出量 はさらに増えてい

るかもしれない。

非生物起源の物質をめぐるもう 1 つの関心は、鉱石

の品位と石油生産能力の低下と、その採掘に必要と

なるであろう、費用やエネルギー、その他環境要因

の増加である。

バイオマスの利用は硫黄や養分のグローバルな循環

に対する影響と深く関連しており、今や人間が誘発

した流れが自然の流れと同レベルになっている。い

くつかの研究によると、バイオマス採取はいくぶん

土地利用からのデカップリングになるかもしれない

が、農業収穫 1 単位当たりの肥料利用量の増加と結

びついている（図 10 参照）。

図10. 穀物生産と肥料消費の世界成長

指数
1961 年＝ 100

窒素肥料消費量
穀物生産量
穀物、耕地面積

注：1961 年以降の穀物生産の世界的な成長はほぼ集約化（窒素投入、ト
ラクター、収量およびこのグラフに示されていないその他多くの要因）の
みに依存し、収穫面積の拡大はあまり影響しなかった。
出所：UNEP GEO Portal, 右記をもとに編集：FAOSTAT database, 
Food and Agriculture Organization of the United Nations (FAO), 
http://geodata.grid.unep.ch
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Most environmental policies have been 
directed at specific impacts, such as 
halting deforestation, keeping the 
stratospheric ozone layer intact, reducing 
toxic substances in the human food chain, 
preventing eutrophication of water bodies, 
or reducing air-polluting emissions 
detrimental to human health. In relation to 
economic activities, these policies met with 
variable levels of success and tended to 
impose additional costs (some might say 
they paid for their real costs). 

Undesirable environmental impacts can 
be reduced by three main strategies: 

(a) changing the mix of resources used 
through substitution of more harmful by 
less harmful resources; (b) using 
resources more environmentally carefully 
throughout their life cycle; and (c) 
reducing resource use. 

Strategy (a), substitution, is effective but 
has limits. As shown in this report, the use 
of all material resources is increasing 
substantially. Even on more detailed levels, 
it is hard to find any one material that is at 
present used less than a few decades ago. 
For example, the IRP reports on metals 
demonstrate a clear trend toward using 
increasing amounts of a greater variety of 
metals as resources, now including 

virtually all naturally-occurring metal 
elements. This expansion puts limits on 
(present or future) substitution. Further, 
the purposes for which material resources 
can be used are very different and limited 
by their physical and chemical properties. 

Strategy (b), using resources 
environmentally more carefully 
throughout their life cycle, has been and is 
a key strategy for environmental policies. 
Figure 11 illustrates the interdependence 
between the scale of environmental impact 
and increasing wealth: household-level 

Figure 11. Environmental risk transition 
framework

● Household (e.g. dirty water)
● Community (e.g. urban pollution)
● Global (e.g. greenhouse-gas emissions)

Se
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y

Increasing wealth

Local Global 
Immediate Delayed 

Shifting environmental burdens:

Source: Adapted from Wilkinson et al., 2007
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影響を軽減するための戦略
ほとんどの環境政策は特定の影響に狙いを定めてお

り、例えば森林伐採の阻止、成層圏オゾン層の保護、

人間の食物連鎖に含まれる有害物質の削減、水域の

富栄養化の防止、ヒトの健康にとって有害な大気汚

染物質の排出削減が挙げられる。経済活動との兼ね

合いもあって、このような政策の成果はまちまちで

あり、追加費用を強いる傾向があった（実際の費用

を負担したという人もいるかもしれない）。

望ましくない環境影響は 3 つの主な戦略によって軽

減することができる。

（a）害の大きい資源を害のより小さい資源で代替す

ることによって利用資源の構成を変える、（b）ライ

フサイクル全体を通じて、より環境に配慮しながら

資源を利用する、（c）資源利用量を削減する。

戦略（a）の「代替」は効果的だが、限界がある。

この報告書に示すように、すべての物質資源の利用

が大幅に増加している。より詳細なレベルでも、現

在の利用量が数十年前よりも少ない物質を 1 つでも

見つけるのは難しい。例えば金属に関する IRP 報告

書によると、ますます大量かつ多様な金属を資源と

して利用する傾向が明白に見られ、今ではほとんど

すべての自然界由来の金属元素が使われている。こ

の拡大は（現在または将来の）代替に制限を課す。

さらに、物質資源を利用できる目的は実に多様であ

り、それぞれの資源の物理的・化学的性質によって

制限される。

戦略（b）の「ライフサイクル全体における、より

環境に配慮した資源利用」は、これまで、そして現

在も環境政策の重要戦略である。図 11 は、環境影

響の程度と富の増加との相互依存を表している。家

図11. 環境リスク移行の枠組み

家庭（例えば汚水）
地域社会（例えば都市汚染）
地球規模（例えば温室効果ガス排出）

出所：右記をもとに作成：Wilkinson et al., 2007

重
大

さ

富の増加

環境負荷の移行：
（地域）ローカル

即座

グローバル（地球規模）

遅発
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計レベルの環境負荷（汚水や室内汚染など）は富の

増加に伴って減少し、地域社会レベルの負荷（都市

大気汚染など）は上に凸の曲線を描き、グローバル

な環境負荷（温室効果ガス排出など）は右肩上がり

である。時間が経つにつれて、環境に対するグロー

バルな影響はローカルな影響よりも重要になること

があり、遅発影響が即座の影響より重要になってい

る（図 11 の下に示した緑色の矢印を参照）。この

グローバルな遅発影響（気候変動など）は、ライフ

サイクル志向の伝統的な環境政策では対応しにくい

かもしれない。とはいえ、主要な技術（例えばセメ

ント生産技術など）の変化に伴い、グローバル・レ

ベルでも資源利用の環境影響が大きく変化すること

がある。

戦略（c）の「資源利用量の削減」は、特定の資源

利用に関連するすべての環境影響を削減するために

最も強力であり、また、長期的には生産コストも削

減するため最も経済的である。これは環境政策だけ

で達成できるものではなく、効果を上げるには、様々

な政策関係者や業界の協調的戦略が必要である。こ

の戦略は、資源採取・利用が一定の限界に近づくに

つれて重要性が高まる。限界に近づくにつれて、資

源利用 1 単位当たりの環境影響が大きくなる。これ

は漁獲や伐採のような生物資源に、また化石燃料や

環境負荷の大きい「非在来型」燃料にも当てはまり、

工業鉱物・鉱石についても同様の想定をすることが

できる。国際的には、ほとんどの金属について鉱石

の品位が低下しているため、同じ産出量を得るため

に必要なエネルギー投入と採掘量が増えている。

結論として、資源ライフサイクル全体における資源

利用の短期的かつローカルな環境影響は、資源デ

カップリングにとどまらず影響デカップリングも可

能にする方法で緩和されているようである。これは

広範囲に及ぶグローバルな環境影響には、それほど

当てはまらないだろう。政策立案者は、これらの影

響を緩和するために様々な戦略を利用することがで

きる。デカップリングに関する IRP 報告書の第 2

弾では、デカップリングを実現する技術・政策オプ

ションの評価に焦点を合わせる予定である。

2.3　将来のグローバルな物質
利用シナリオ

図 1 および 4 に示した資源消費の増加と経済要因

は、将来にわたって継続し得るだろうか。それとも、

人口が増加して物質代謝率が上昇するに従い、社会

はいくつかの成長の限界に直面するだろうか。その

ような質問には確たる証拠をもって答えることがで

きないが、シナリオ―変化の主要な原動力に関する

一貫性・整合性の取れた説明に基づき、将来の展開
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グ populations and their metabolic rates 

increase? Such questions are impossible to 
answer with much authority, but scenarios 
– plausible stories of how the future may 
develop, based on a coherent and internally 
consistent depiction of the key drivers of 
change – can help to provide insight into 
the policy challenges of the future. The 
three scenarios presented in the report 
underline the urgency of decoupling 
resource consumption and negative 
environmental impacts from economic 
development. 

The scenarios are for the year 2050, 
compared to a year 2000 baseline. They 
assume population growth according to 
UN projections (medium variant) and a 
continuation of the current patterns that 
densely populated regions and countries 
require only about half the metabolic rate 
for the same standard of living as sparsely 
populated areas. All scenarios also 
assume that developed industrialized 
countries and developing countries (some 
of which are already committed to rapid 
industrialization of their economies) will 
converge by 2050 to a point where all 
countries have roughly similar per capita 
levels of resource use. 

In two respects, the scenarios are not 
fully realistic: first, convergence trends at 
present cannot be observed for all 

countries. The implications of this are 
that the vision of ‘convergence by 2050’ 
(which expresses a normative 
commitment to socio-economic justice) 
is only one option. The ‘fortress world’ 
scenario as outlined in other reports, in 
which a large number of countries are 
excluded from access to resources, might 
be just as likely. Second, no impact of 
physical constraints is built into the 
scenarios. This is clearly unrealistic, but 
the scenarios seek to demonstrate the 
implications of ignoring resource 
constraints (as nearly all the mainstream 
growth and development models do). 
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を予想する説得力のあるストーリー―は、将来の政

策課題を理解するうえでの手がかりとなる。この報

告書で提示された 3 つのシナリオは、資源消費・負

の環境影響と経済開発とのデカップリングの緊急性

を強調している。

これらのシナリオは、2000 年を基準年として

2050 年の状況を想定している。そして、国連の（中

位）予測に従って人口が増加し、人口密度の高い地

域・国においては、同じ生活水準を確保するために

必要な物質代謝率が、人口密度の低い地域の半分で

済むという現行のパターンが続くという前提に立っ

ている。また、すべてのシナリオが、2050 年まで

には先進工業国と発展途上国（その一部はすでに急

速な工業化を推進）の経済が、すべての国々の 1 人

当たり資源利用量がほぼ同じとなるような水準で収

束することも仮定している。

これらのシナリオは、2 つの点で完全に現実的とは

言えない。第 1 に、現在のところ、すべての国々

に収束傾向が見られるわけではない。したがって、

「2050 年までに収束」（社会経済的公正への規範的

な取り組みを表す）のビジョンが、唯一の選択肢と

いうわけではない。多くの国々が資源を利用できな

くなるという、他の報告書に概説される「要塞世界」

シナリオも、まったく同じぐらい起こりうるかもし

れない。第 2 に、これらのシナリオには物理的制約

の影響が組み込まれていない。これは明らかに非現

実的だが、それぞれのシナリオは（ほぼすべての主

流の成長・開発モデルと同様に）資源制約を無視す

ることの影響を論証しようと努力している。
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すでに今日の世界で資源をめぐる利害対立が多発し

ていることから分かるように、将来、世界の資源消

費の供給制約がどこで起こるかにかかわらず、分配

に関する利害対立の脅威が頭をもたげるだろう。

シナリオ 1：現状維持
フリーズ（工業国）とキャッチアップ（その他の国々）

このシナリオでは、工業国では相対的デカップリ

ングによって平均物質代謝率が 2000 年の水準で

安定を保ち（フリーズ）、発展途上国は 2050 年

までに工業国と同じ水準へと物質代謝率を高める

（キャッチアップ）。いくつかの後発発展途上国につ

いては、同水準への収束は物質代謝率が少なくとも

5 倍になりことを意味し、その過程で貧困が大幅に

削減されるかもしれない。このシナリオは過去数十

年間に見られた傾向とよく合致している。1970 年

代半ば以降、代謝率は先進工業国ではほぼ安定して

いたが、多くの発展途上国では急上昇した。要する

に、このシナリオでは、長期的傾向としては先進経

済の相対的デカップリングが継続し、新興・発展途

上経済ではほとんどデカップリングが見られない。

このシナリオによると、2050 年までに世界の物
質代謝規模は年間 1,400 億トンになり、世界の

平均物質代謝率は 1 人当たり年間 16 トンになる。
2000 年と比較して世界の年間資源採取が 3 倍以
上になるということであり、世界の物質代謝率は現
在のヨーロッパ平均に匹敵する水準に上昇するだろ
う。

このシナリオは、大きなシステム革新や再生可能エ

ネルギーへの転換を仮定しておらず、おそらく資源

利用と排出の両方に関して持続不可能な未来を表し

ており、利用可能資源に関するすべての基準、及び

影響を吸収する能力に関する限界の評価値を超えて

いる。

シナリオ 2：適度な収縮と収束
半減（工業国）とキャッチアップ（その他の国々）

2050 年までに、工業国は資源利用の絶対的削減に

取り組み、物質代謝率を半分（すなわち 1 人当たり

平均 16 トンから 8 トン）に減らし、発展途上国は

物質代謝率を適度に高め、その低下した工業国の物

質代謝率に追いつく。このシナリオは大きな構造変

化を仮定しており、伝統的な産業モデルとまったく

違う新しい工業生産・消費パターンを必要とする。

資源生産性向上率が従来どおりであれば、この物質

代謝率は発展途上経済と先進経済の両方で、すべて
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achievements, these metabolic rates could 
support a comfortable lifestyle for all in 
both developing and developed economies. 
For developing countries, this scenario 
implies relative decoupling to increase 
their metabolic rates by no more than a 
factor 1.2 to 1.3 (depending upon density) 
which, in turn, represents a substantial 
commitment to innovations for decoupling. 

This scenario amounts to a global metabolic 
rate of 70 billion tons by 2050, which means 
about 40% more annual resource extraction 
than in the year 2000. The average global 
metabolic rate would stay roughly the same 
as in 2000, at 8 tons/capita/year. 

Taken as a whole, this scenario would be 
achievable only with significant decoupling 
through investments in innovations that 
result in systems of production and 

consumption that generate far more per 
unit of resources than is currently the case. 
While overall constraints (e.g. food supply) 
will not be transgressed in a severe way 
beyond what they are now, developing 
countries in this scenario have the chance 
to achieve a rising share of global 
resources, and for some absolute increase 
in resource use, while industrial countries 
must cut their consumption. 

Scenario 3: Tough contraction and 
convergence
Freeze global resource consumption at 
the 2000 level, and converge (industrial & 
developing countries)

The level of global resource consumption in 
2050 is limited to the global resource 
consumption of the year 2000. Metabolic 
rates of industrial and developing countries 
converge at around 6 tons per capita per 
year. This scenario requires far-reaching 
absolute resource use reductions in the 
industrialized countries, by a factor of 3 to 5. 
Countries classified as ‘developing’ in the 
year 2000 would have to achieve 10–20% 
reductions in their average metabolic rates. 

This scenario amounts to a global 
metabolic scale of 50 billion tons by 2050 
(by definition the same as in the year 2000) 
and allows for an average global metabolic 
rate of 6 tons/capita/year.
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の人々の快適なライフスタイルを支援できるだろ

う。発展途上国に関しては、このシナリオは、物質

代謝率をわずか 1.2 ～ 1.3 倍（人口密度による）

上昇させる相対的デカップリングを暗示しており、

さらにはデカップリングを促す革新への本格的な取

り組みを想定している。

このシナリオによれば、2050 年までに世界の物
質代謝率は 700 億トンに達し、年間資源採取は
2000 年に比べて約 40％増える。世界の平均物質
代謝率は 2000 年とほぼ同じ 1 人当たり年間 8 ト
ンにとどまるだろう。

全体として見ると、このシナリオを達成するには、

革新への投資によって大規模なデカップリングを行

い、資源 1 単位当たりで、現在よりもはるかに多く

を生みだす生産・消費システムを構築しなければな

らないだろう。全体的な制約（例えば食料供給）は

現在よりもさほど厳しくなるわけではないが、この

シナリオでは、発展途上国にはグローバル資源の取

り分を増やし、資源利用を絶対的に増やすチャンス

がある一方で、工業国は消費を削減しなければなら

ない。

シナリオ 3：大幅な収縮と収束
世界資源消費の 2000 年の水準におけるフリーズ

と（工業国と発展途上国との）収束

2050 年における世界の資源消費水準は、2000

年の世界資源消費に制限される。工業国と発展途上

国の物質代謝率は、1 人当たり年間 6 トン前後で収

束する。このシナリオによると、先進工業国は資源

利用を 3 分の 1 から 5 分の 1、広範囲にわたって

絶対的に削減しなければならない。2000 年に「発

展途上」に分類された国は、平均物質代謝率を 10

～ 20％削減しなければならないだろう。

このシナリオでは、2050 年までに世界の物質代謝
規模は 500 億トン（当然 2000 年と同じ）になり、
世界の平均物質代謝率は 1 人当たり年間 6 トンに
なる。
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This scenario amounts to a global metabolic 
rate of 70 billion tons by 2050, which means 
about 40% more annual resource extraction 
than in the year 2000. The average global 
metabolic rate would stay roughly the same 
as in 2000, at 8 tons/capita/year. 

Scenario 3: Tough contraction and 
convergence

This scenario amounts to a global 
metabolic scale of 50 billion tons by 2050 
(by definition the same as in the year 2000) 
and allows for an average global metabolic 
rate of 6 tons/capita/year.
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Taken as a whole, this scenario would 
require unprecedented levels of innovation. 
Despite population growth to roughly 
9 billion people the pressure on the 
environment would remain roughly the 
same as it is now. Most politicians are 
likely to regard this scenario as too 
restrictive in terms of developmental goals 
such as reducing poverty and providing for 
the material comfort of a rapidly expanding 
middle class. Thus this scenario can hardly 
be addressed as a possible strategic goal, 
but is valuable insofar as it illuminates the 
implications of a hypothetical barrier to 

further global increase of resource 
extraction. It should, however, be noted 
that this scenario is consistent with the 
2.2 tons of carbon per capita recommended 
by the IPCC as the convergence point that 
could prevent warming by more than 
2 degrees centigrade.

The implications of these scenarios are 
far reaching. All demonstrate that 
without significant improvements in 
resource productivity, it will not be 
possible to meet the needs of 9 billion 
people by 2050. The policy implications 

Figure 12. Resource use according to three different scenarios up to 2050

Source: Krausmann et al., 2009 (Development 1900–2005) and own calculations (see text)
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全体として見ると、このシナリオは前例のない水準

の革新を必要とするだろう。人口がほぼ 90 億人に

増加するにもかかわらず、環境に対する圧力は現在

とほぼ同水準にとどまるだろう。ほとんどの政治家

が、このシナリオは開発目標（貧困削減や、急速に

拡大する中産階級への物質的な快適さの提供など）

に関して制約が強すぎると考える可能性がある。し

たがって、このシナリオは、実現可能な戦略目標と

して取り上げることはほとんどできないが、世界の

資源採取のさらなる増加に対する仮想的な障壁から

得られる示唆への注目を促すうえで貴重である。し

かし留意すべきは、このシナリオが、温暖化を 2℃

以下に抑えることのできる収束先として IPCC が勧

告した 1 人当たり炭素排出量 2.2 トンと整合して

いることだ。

これらシナリオから得られる示唆は、様々なものが

ある。どのシナリオも、資源生産性を大幅に高めな

ければ、2050 年までに 90 億人のニーズを満た

せるようにならないことを示している。政策的含意

は明確である：資源不足と環境悪化が世界経済全体

図12. 3つのシナリオに基づく2050年までの資源利用量

代謝規模
ギガトン

物質代謝率
トン / 人 / 年

1900 ～ 2005 年の開発レベル
フリーズとキャッチアップ
半減とキャッチアップ
世界の物質消費のフリーズ

世界の物質代謝規模 世界の平均物質代謝率

出所：Krausmann et al., 2009 (Development 1900-2005) and own calculations（本文を参照）
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of resource scarcities and degraded 
environments start to work their way 
through the world economy, policymaking 
will start to take more and more seriously 
the implications of scientific research 
about decoupling. However, even if it 
were possible to build a global political 
consensus on the need for absolute 
resource use reductions in developed 
economies and relative decoupling in 

developing countries, change will only be 
able to go as fast as the levels of 
investment in innovations for decoupling 
across the entire value chain. 

The bottom line is that threats to 
consumption need not be equated to 
threats to well-being and reasonably 
comfortable lifestyles, but rather as threats 
to particular kinds of resource-intensive 
modes of consumption.

Year 2000Year 2000 2050 2050 2050

World population
(Billions)

6.0 8.9 8.9 8.9

World Metabolic rate
(Tons/capita/year)

8 16 8 5.5 

World Metabolic scale
(Billion tons/year)

49 141 70 49 

Metabolic rate Industrialized 
High density

13 13 6.5 5

Industrialized 
Low density

24 24 12 8

Developing
High density

5 13 6.5 5

Developing
Low density

9 24 12 8

Table 1. Metabolic scales and rates, overview of scenario analysis
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に影響を及ぼし始める中で、政策決定者は、デカッ

プリングに関する科学的研究の意味合いをますます

真剣に受け止めるようになる。しかしながら、先進

経済で資源利用を絶対的に削減し、発展途上国で相

対的デカップリング行う必要があることについてグ

ローバルな政治的コンセンサスが仮に形成できると

しても、変化が、バリューチェーン全体においてデ

カップリングを促す革新（イノベーション）のため

の投資レベル以上に早くは進まないであろう。

結論としては、消費に対する脅威は、福祉や合理的

に快適なライフスタイルに対する脅威である必要は

なく、特定の資源集約的な消費形態に対する脅威で

あるということである。

表1. 物質代謝規模と物質代謝率、シナリオ分析の概観

基準

シナリオ 1：

現状維持

シナリオ 2：

適度な収縮と収束

シナリオ 3：

大幅な収縮と収束

年

世界人口
（十億人）
世界の物質代謝率

（トン / 人 / 年）
世界の物質代謝規模

（十億トン / 年）

物質代謝率 工業国
高人口密度

工業国
低人口密度

発展途上国
高人口密度

発展途上国
低人口密度
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
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3.1 Rethinking growth

The logic of decoupling described here 
redefines growth from a sustainability 
perspective. The term ‘growth’ means 
different things to different audiences. 
Businesses and governments focus on 
economic growth, using indicators such as 
GDP. Environmentalists tend to focus on 
the growth of physical throughput in the 
economy, or physical/material growth. 
Such growth implies spreading over more 
physical area, expanding material and 
energy throughput, or increasing the stock 
of physical products, buildings and 
infrastructure. Physical growth is coupled 

to increased environmental pressures and 
resource depletion. 

Based on this understanding of these two 
types of growth, it becomes conceptually 
possible for economic growth (defined as 
money flow) to be decoupled from physical 
growth of the economy (resource consump-
tion) and associated environmental 
pressures. Some economists believe that it 
is possible to reduce the material intensity 
of GDP, so that GDP can grow indefinitely 
in a finite material world. 

Some development economists distinguish 
between development (improvements in 
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3.　デカップリングとシステム革新（イノベーション）の必要性

3.1　成長の再考

ここで述べたデカップリングの理論は、持続可能性

の視点から成長を定義しなおすものである。「成長」

という言葉の意味は主体によって異なる。企業や政

府は GDP などの指標を利用し、経済成長に焦点を

合わせる。環境保護主義者は、経済における物的ス

ループット（通過量）の成長、すなわち物理的・物

質的成長に焦点を当てる傾向がある。そのような成

長は、より大きな物理的領域への拡大や、物質・エ

ネルギー処理量の増大、物的生産物・建物・インフ

ラのストック増強を暗示している。物理的成長は、

環境圧の増大および資源の枯渇と結びついている。

上記 2 種類の成長に関するこの理解に基づいて、経

済成長（金銭フローで定義される）と経済の物理的

成長（資源消費）および関連する環境への圧力との

デカップリングが概念的に可能になる。一部の経済

学者によると、GDP の物質強度を抑え、GDP が有

限の物質界で無限に成長できるようにすることは可

能とされている。

何人かの開発経済学者は、開発（幸福の改善および物

質的経済成長）と不完全開発（幸福の改善を伴わない

物質的経済成長）、低開発（物質的経済成長も幸福の

改善もない）、持続可能な開発（幸福の改善および非

物質的経済成長）とを区別している（図13）。
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well-being plus material economic growth), 
mal-development (material economic mal-development (material economic mal-development
growth with no improvements in well-
being), underdevelopment (no material underdevelopment (no material underdevelopment
economic growth and no improvements in 
well-being), and sustainable development
(improvements in well-being plus non-
material economic growth) (Figure 13). 

This implies that development strategies 
for developing countries could be split into 
two modes (which could be consecutive 
phases in certain circumstances). The first 
mode would entail moving from mal-
development/underdevelopment to 
development whereby improvements in 
well-being for the majority are achieved 
via inclusive material economic growth. 
This is mainstream development 

economics, but it virtually ignores 
ecological sustainability. 

The second development mode would 
entail a shift to sustainable development 
whereby improvements in well-being are 
achieved via non-material economic 
growth. This approach is often considered 
together with the idea of ‘leapfrogging’ 
which usually means either shortening the 
transition from the first to the second 
mode considerably, or skipping the 
development phase altogether. 
Leapfrogging, however, requires 
substantial capacity for sustainability-
oriented innovations and an appropriate set 
of institutional arrangements to provide 
incentives and harness innovations that 
demonstrate economically viable ‘leapfrog’ 

Source: Redrawn from Gallopin, 2003, p. 27

Figure 13. The different guises of development
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これは、発展途上国の開発戦略を 2 つのモード（特

定の状況では連続した段階である場合もある）に分

割できることを暗示している。第 1 のモードは、不

完全開発や低開発から開発への移行であり、包括的

な物質的経済成長によって大多数の人々の幸福の改

善が達成される。これは主流の開発経済であるが、

生態学的持続可能性を事実上無視している。

第 2 の開発モードは、持続可能な開発への移行であ

り、非物質的経済成長によって幸福の改善が達成さ

れる。このアプローチは「リープフロッギング」の

概念と一緒に考えられることが多い。リープフロッ

ギングとは通常、第 1 のモードから第 2 のモード

への移行を大幅に短縮したり、開発段階を丸ごと省

略したりすることを意味する。しかしリープフロッ

ギングの実現には、持続可能性志向の革新を行う高

い能力とともに、インセンティブを提供し、より持

続可能な開発を実行可能な選択肢とすることができ

る、経済的に成立可能な「リープフロッグ」技術を

実現する革新を生かすことのできる、適切な制度整

備が必要である。

図13. 開発に関する様々な外観

生活の質の向上 生活の質の不変 / 一定または低下

物質的成長 物質的成長

GDP 増加 GDP 増加

GDP 一定、
減少

GDP 一定、
減少

❶ 持続不可能な
　 開発

❷ 不完全な開発

❸ 低開発

❹ 持続可能な開発

❺ ゼロ成長

減 / 非物質的成長 減 / 非物質的成長

出所：右記を修正：Gallopin, 2003, p. 27
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結論として、デカップリングは、経済成長について

の想定および（暗に）GDP を重要な成長指標とす

ることの再考につながる可能性がある。GDP 指標

は依然として経済活動の優れた測定基準である。だ

が、開発をよりバランスよく理解できるようにする

には、デカップリングと脱物質化を奨励するような

成長指標を併用する必要がある。次の段階は、デカッ

プリングの進展を反映するような、合意のとれた開

発指標を見つけだすことだろう。

3.2　革新（イノベーション）と
デカップリング

資源・影響デカップリングを行うには、より持続可

能な資源利用に向けた革新を行うことで、世界の物

質代謝を根本的に改革する必要がある。知識と情報

は経済成長を推進する重要な要素であり、知識への

投資のリターンは資本や未熟練・半熟練労働者に対

する投資のリターンを上回ることが多い。革新には、

技術や企業 / マクロ経済レベルでの日常業務や管理・

組織システムとして、生産プロセスに組み込まれる

新しい知識・情報処理能力が含まれる。

過去数十年間に多くの国々の政府が促進してきた国

家の技術革新システムが抱える問題は、デカップリ

ングのあらゆる側面に十分な注意を払わずに経済成

長の促進を目指していることだ（明白な例外はク

リーナー・プロダクション）。言い換えれば、持続

可能な資源管理の観点からすれば、革新はそれ自体

で望ましいものというわけではない。革新に関する

新たな概念が求められている。

「エコ・イノベーション」は、そのような新しい概

念の 1 つである。これは OECD が定義した概念で、

「新規または大幅に改善された生産（財・サービス）、

プロセス、販売方法、組織構造および制度的取り決

めについて、その意図の有無にかかわらず、代替策

に比べて環境改善につながりやすいものを創出また

は実施すること」を意味する。これには、価値観や

信念、知識、規範、行政行為の変更といった制度上

の革新、それに環境影響を抑える管理、組織、法律

および統治システムの変更が伴う。

第 1 世代の革新投資は、情報システムに組み込まれ

た知識を応用することによる労働生産性に焦点を合

わせてきたが、第 2 世代では資源生産性に焦点を絞

る必要がある。図 14 は、労働生産性の大幅な上昇

を示しているが、物質生産性とエネルギー生産性は

後れを取っている。図 15 は、第 1 世代の革新を推

進する重要な要素である価格の推移を示している。

この図を見ると、物質とエネルギーの価格は、変わ
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knowledge embedded in information 
systems, the second generation will need 
to focus on resource productivity. Figure 14 
shows substantial increases in labour 
productivity, with materials and energy 
productivity lagging behind. Prices as the 
key driver of first generation innovations 
are reflected in Figure 15, showing that 
labour costs have gone up steadily, while 
prices of materials and energy remained 
static or even declined (until recently, when 
many material costs increased rapidly).

The key to decoupling in practice will be 
sustainability-oriented innovations that 
make it possible to increase resource 
productivity, thereby reducing metabolic 
rates (assuming that the rebound effect 
remains modest). Increasing resource 
productivity may also justify increasing 
resource prices, thereby benefitting 
resource producers (often in developing 
countries). 

Innovations are continuous learning 
processes that are necessary in a highly 
complex globalized world where fixed bits 
of knowledge rapidly become obsolete. The 
modern economy is better seen as a 
learning economy rather than a knowledge 
economy, underlining the importance of 
innovations in technology, institutions, and 
relationships that manage cooperation, 

Figure 14. Resource Productivity, labour 
productivity and energy productivity in EU-15

Note: Labour productivity in GDP per annual working hours; material 
productivity in GDP per domestic consumption (DMC) and energy 
productivity in GDP per total primary energy supply (TPES).
Source: EEA, 2011
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Figure 15. Price dynamics of wages, materials 
and electricity

Note: All series are in real prices without direct taxes. Wages are based on 
collectively agreed wages (CAO) in the Netherlands (source CBS). Materials 
are from the CRB Commodity Price Index (CCI) reflecting worldwide prices. 
Electricity prices are from CBS and Eurostat. Own calculations in the wages 
series and electricity series in order to standardize different series on each 
other (multiplicative standardization).
Source: De Bruyn et al., 2009
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らないか、ましてや下落する一方で（最近まで、多

くの物質コストが急騰していたが）、労働コストが

着実に上昇し続けていたことがわかる。

デカップリングの実践上の鍵は、持続可能性志向の

革新によって資源生産性を高められるようにし、物

質代謝率を低下させることである（リバウンド効果

がさほど大きくないと仮定）。資源生産性が上昇す

れば資源価格の上昇も正当化され、資源生産者（多

くの場合、発展途上国で活動）に利益を与えるだろ

う。

革新は、固定的な知識があっという間に時代遅れに

なる極めて複雑なグローバル化した世界において必

要な継続的学習プロセスである。現代経済は知識経

済というよりもむしろ学習経済とみなし、協力や社

会的一体性、連帯、社会的学習、便益共有を管理す

る技術・制度・関係における革新の重要性を強調し

たほうがよい。

図14. EU-15カ国の資源生産性、労働生産性および
　　　 エネルギー生産性

図15.　賃金、物質および電力の価格動向

指数
1970 年＝ 100

指数
1960 年＝ 100

労働生産性
物質生産性
エネルギー生産性

賃金、価格
物質、価格
電力、価格

注：労働生産性は年間労働時間当たりの GDP、物質生産性は国内消費
（DMC）当たりの GDP、エネルギー生産性は総一次エネルギー供給（TPES）
当たりの GDP で表示。
出所：EEA, 2011

注：すべて直接税を除いた実質価格。賃金はオランダの労働協約（CAO）（出
所：CBS）、物質は世界の価格を反映する CRB 商品指数（CCI）、電力は
CBS とユーロスタットによる。賃金と電力については独自の計算を利用し、
統計上の違いを標準化してある（乗法標準化）。
出所：De Bruyn et al., 2009
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social cohesion, solidarity, social learning 
and benefit sharing. 

Past innovation concerned with economic 
competitiveness and growth has 
contributed to an extraordinary increase in 
production, consumption and economic 
growth and therefore improvements in 
average human welfare. However, this has 
occurred along an unsustainable trajectory. 
Innovation now needs to be harnessed for 
environmental protection and restoration. 

Merging these seemingly disparate themes 
of sustainability and systems of innovation 
offers an opportunity to develop 
sustainability-oriented innovation systems 
that contribute to decoupling through 
reducing environmental pressure and 
contributing to sustainability during 
economic activities. 

Figure 16 is an idealized image that 
demonstrates the difference between 
incremental innovations and systems 
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Figure 16. System innovation 

a At time of publication
Source: Vollenbroek, 2002
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経済競争力と経済成長に関する過去の革新は、生産、

消費および経済成長の並はずれた増加に、したがっ

て平均的な人間の幸福の改善に貢献してきた。しか

しながら、この革新は持続不可能な軌跡に沿って進

んでいる。今、環境の保護と回復のために革新が活

用される必要がある。

持続可能性と革新システムというこの一見したとこ

ろ本質的に異なる 2 つのテーマを併せることによっ

て、持続可能性志向の革新システムを開発する機会

が提供され、その革新システムは、環境圧の低減と

経済活動による持続可能性への寄与を通じてデカッ

プリングに貢献する。

図 16 は、漸進的革新とシステム革新との違いを示

す理想的なイメージである。システム・レベルでの

変更は、デカップリングを達成するための最も効果

的な方法であり、10 倍もの効果を上げることさえ

ある。

図16.  システム革新（イノベーション）

環境効率の改善
因数（ファクター）

現在（注a）

システム革新

移行

既存技術

注 a）発表時点
出所：Vollenbroek, 2002

ファクターX

ファクター4

ファクタ－2
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開発の成否は革新能力にかかっており、過去 20 年

間に革新プロセスの動学に関して多くの知識が得ら

れた。しかしながら、革新への投資は主として成長

を加速させたいという願望によって動機づけられ、

デカップリングの様々な側面にほとんど注意が払わ

れていない（もっとも、影響デカップリングは資源

デカップリングよりはるかに大きな注目を集めてい

るが）。課題は、この革新に関する見識を資源生産

性に適用することである。エコ・イノベーションは、

行動のための実用的な枠組みとして、デカップリン

グの鍵を握る。この点で、発展途上国は戦略上優位

かもしれない。というのも発展途上国は、生態的閾

値の侵害が進む中で急速に時代遅れになっている技

術的・物理的インフラが課すような、市場・制度の

硬直性に直面していないからである。

3.3　革新（イノベーション）を
促す空間としての都市

都市は歴史的に政治・経済・文化・情報の中心となっ

てきた。2007 年時点で、人口の過半数が都市に住

んでいた。世界の人口は現在の 68 億人（2010 年

の推定）から 2030 年までに 80 億人、2050 年

までにはおそらく 90 億人に増えると予想され、こ

の人口増加のほとんどを都市が吸収するだろう。人

口増加は、カイロ、カルカッタ、上海、サンパウロ

のような無秩序に広がる既存のメガシティーでは

なく、2 次的、3 次的な都市を中心に進むだろう。

2015 年までには、世界の人々の 60％近くが人口

100 万人未満の都市で生活するようになっている

と予想される。

グローバル化、資源効率、充実したインフラ、経済

的機会、情報通信技術（ICT）革命によって、人々

は都市に魅了されてきた。グローバル経済は今や都

市のネットワークに織り込まれており、コンピュー

ター化された調整・物流システムが数十億人に雇用、

教育、住まい、保護、異文化同化、情報アクセスを

提供している。当然ながら、都市化の進展と 1 人当

たり GDP の伸びは相関関係にあるが、都市居住者

の 3 人に 1 人は今なおスラムで暮らしている。

不動産開発産業は（低利金融を利用し、不動産を担

保に証券化された輸入品の消費を促すことによっ

て）成長を推進する重要な役割を果たしており、そ

の結果、工業・建設用鉱物の採掘は 1980 年以降

40％増えている。世界の建設業は今や 4 兆 2,000

億ドルを超えるグローバル産業であり、世界の

GDP の 10％を占め、1 億人以上を雇用し、およそ

資源の 50％、世界のエネルギーの 45％（建設過

程で 5％）、水の 40％、すべての木工製品の 70％

を消費している。
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それぞれの国に物質代謝率があるように、都市にも

それぞれの物質代謝率がある。都市は地方より物質

代謝率が低いように思えるかもしれないが、都市は、

多くのエネルギー・物質集約型サービスを周辺地域

に転嫁している。概して、1 人当たり GDP の増加

に従って都市の物質代謝率も上昇する。同時に、都

市は多数の人々を小さい場所に集約させ、持続可能

性を促す革新に必要な知識・財政・社会・制度資源

も集中させている。これは持続可能性をめぐる都市

のジレンマを示している。都市は世界的規模で持続

不可能な資源利用を駆り立てているが、持続可能性

を促す革新が起こる可能性が最も大きい場所でもあ

る。

現在の傾向から判断すると、都市インフラは複雑を

極める多様な「社会技術的」ネットワークや「社会

生態学的」ネットワークの仲介によって、エネルギー

利用、移動性および水循環（採取、利用および再利用）

を取り巻く革新の主な焦点になる可能性がある。例

えば上海近郊の東灘（ドンタン）、アブダビのマス

ダール、サンフランシスコ湾のトレジャーアイラン

ド、韓国の松島（ソンド）で、持続可能なゼロ・カー

ボン都市が計画されている。このような都市は資本

集約的であり、まだ目標を達成していないが、将来

のデカップリングの先駆者になるかもしれない。

都市の指導者たちは、世界的運動を通して、都市の

物質代謝率を引き下げる方法を探し求めている。国

際環境自治体協議会（ICLEI）は、持続可能な都市

を促進する最も重要な世界的ネットワークである。

ICLEI には現在 1,000 都市が加わっており、都市

インフラのデカップリングによって大都市圏外にあ

る資源への依存度を下げようとするグローバルな運

動となっている。これには次のようなものが含まれ

る。すなわち、人や物の公共輸送への根本的なシフ

ト、化石燃料への依存度の引き下げ、現地で栽培さ

れた食料や現地で供給される（再生）水への依存度

の引き上げ、人口密度の大幅な上昇とスプロール現

象の終了、生活・労働環境の統合、廃棄物のないシ

ステム、クリーナー・プロダクション、責任ある生

態学的に持続可能な消費（そのような消費の要因と

して、大手スーパーマーケットが有機食品革命を支

持していること、公正な貿易を行う企業の製品の人

気が上昇していることが挙げられる）である。

結論として、より持続可能な資源利用に向けた革新

は、すでに世界各都市で進んでいる。デカップリン

グの概念は、都市が物質代謝率を決定し、時間の経

過とともにこれらの物質代謝率を引き下げられるよ

うにするうえで役立つ実用的な手段になる可能性が

ある。
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underway in the world’s cities. The concept 
of decoupling can become an operational 
tool that will help cities to determine their 
metabolic rates and the potential for 
reducing these rates over time. 

3.4 Lessons from the 
country case studies 

This section draws lessons from case 
studies on China, Germany, Japan and 
South Africa. The selection of cases was 
based on their approaches to decoupling 
and was not intended to be representative 
of the diverse global contexts, lacking, for 
example, a study of a large low-density 
developed economy (e.g. USA or Australia) 
or a large low-density developing economy 
(such as Brazil). Nevertheless, the four 

case studies demonstrate emerging 
responses to resource depletion and 
environmental impacts at the country level. 

Although none of the countries have 
fully-fledged integrated policy frameworks 
for achieving comprehensive resource and 
impact decoupling, significant empirical 
trends and the key elements for compre-
hensive policies that could result in more 
sustainable use of resources are in many 
ways already in place across these very 
diverse contexts. 

The case studies indicate that the rising 
economic and environmental costs of 
resource depletion have affected the 
economic growth and development 
trajectories of these countries, leading to 
various forms of resource and impact 
decoupling. The language of resource 
efficiency, resource productivity, 
dematerialization, and material flows has 
clearly entered mainstream policy 
language in these countries, and most 
likely many others, in ways that reflect a 
very diverse understanding of what 
decoupling means in practice. 

In broad terms, policymaking with respect 
to resource use and environmental impacts 
over the past four decades has gradually 
shifted from a ‘command-and-control’ 
focus on negative environmental impacts 
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3.4　国別事例研究から得られ
た教訓

このセクションでは、中国、ドイツ、日本、南アフ

リカに関する事例研究から教訓を引き出す。事例の

選択はデカップリングへの取り組み方に基づいてお

り、多様な世界状況を代表することは意図しておら

ず、例えば、人口密度が低く規模が大きい先進経済

（アメリカ、オーストラリア）や人口密度が低く規

模が大きい発展途上経済（ブラジルなど）に関する

研究は取り上げていない。とはいえ、この 4 つの事

例研究は、資源の枯渇と環境影響に対して国家レベ

ルで取られている新たな対応を明示している。

どの国にも、包括的な資源・影響デカップリングを

達成するための本格的な総合的政策枠組みはない

が、これらの非常に多様な国家的状況を超えて、顕

著で実践的な兆候と、より持続可能な資源利用をも

たらす可能性のある総合政策の主な要素が、すでに

いくつもの面で存在している。

これらの事例研究は、資源の枯渇に伴う経済・環境

コストの上昇が各国の経済成長・開発の軌跡に影響

を与え、様々な形態の資源・影響デカップリングが

行われるようになっていることを示している。これ

らの国々では、そしておそらくその他多くの国々で

も、資源効率、資源生産性、脱物質化、物質フロー

という用語は、明らかに主流の政策言語となってお

り、デカップリングが実際問題として何を意味する

かについて、実に多様な理解があることを反映して

いる。

大きく見ると、過去 40 年間に資源利用と環境影響

に関する政策決定は、環境への負の影響（特に汚染）

の軽減に焦点を絞る「指揮統制」対策から経済的手

段を利用する資源枯渇対策へと、徐々に軸足を移し

てきた。この背景には、経済のグローバル化に伴っ

て主要な製造業部門が先進国から発展途上国に移転

する中で、世界経済が急成長を遂げてきた実態があ

る。その結果、1980 年からの 20 年間に物質フロー
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が年間 400 億～ 590 億トン（40 ～ 59Gt）増加

し、それも 1 つの理由で、資源枯渇問題が中央政府

レベルで政策立案者の関心事になったのである。

ドイツの持続可能な開発に関する国家戦略（NSSD）

は、主として定量的な戦略的傾向目標と、様々な見

出しの下に分類された 21 の指標から成り立ってい

る。指標 1（「資源保全」）には、補助的指標 1a（「エ

ネルギー生産性」）と 1b（「資源生産性」）が含まれ

る。NSSD の目標は、2020 年までにエネルギー

生産性（基準年 1990 年）と資源生産性（基準年

1994 年）の両方を倍増させることだ。この目標は

資源利用に関するドイツ政府の方針の礎石となって

いる。

南アフリカ共和国の主要マクロ経済政策の枠組み

は、資源制約を経済的要因として認識していない。

だが南アフリカの科学界は、資源の枯渇は水資源と

土壌資源に関して緊急に優先すべき事項であると考

えており、エネルギーと多様な環境影響に関してデ

カップリングが求められている。2008 年の持続可

能な開発に関する国家枠組み（NFSD）は、5 つの

戦略を提案していた。すなわち、総合的計画・実施

システムの強化、生態系の維持と持続可能な資源利

用、持続可能な経済開発とインフラへの投資、持続

可能な人間居住の創出、人材育成・経済・環境面の

新たな課題への適切な対応である。NFSD は、デカッ

プリングに関して定義された「脱物質化」の必要性

に具体的に触れていた。

中国政府は 2003 年に「開発の科学的展望」を

採択してから開発理念を根本的に変更し、「生態文

明」の建設を目標に掲げるに至った。このアプロー

チに基づき、資源・環境問題が優先的な政策課題と

なった。国民経済と社会発展の第 11 次 5 カ年計画

（2006 ～ 2010 年）は、急速な工業化と生態文明

建設への意欲とを調和させるプロセスにとって重要

な転機となった。この計画は 22 の定量的指標を設

定しており、そのうち 8 つが義務的目標で、5 つが

環境・資源関連の目標である。中国は多くの点でグ

ローバル経済のテストケースとなっている。中国は

経済的に優位な立場を占め、高度経済成長を続けな

がらも、より持続可能な方法で資源を利用したいと

考えているため、これらの目標を調和させるべく中

国が導入する措置は、同様の政策意図を持つ他のす

べての発展途上国にとって極めて大きな意味を持つ

だろう。
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lobal trade of the resources 
being assessed here is a 
complicated process, with 
different influences at the various 

stages of the life cycle (Figure 3), from 
initial extraction of a resource to the 
ultimate disposal of the commodity 
produced from the resource (though many 
products contain large numbers of 
material resources, each of which may 
have come from a different part of the 
globe). Different actors, often from distant 
countries, may play a key role at the 
various stages, making it challenging to 
determine where responsibility for 
decoupling should be assigned. Further 

complicating the challenge, different 
policies may be required at different 
stages of the life cycle. Ideally, every stage 
of the life cycle should be accompanied by 
appropriate policies promoting 
decoupling, though this ideal remains far 
from reality. 

The geographic distribution of resource 
extraction seldom corresponds to the 
geographic distribution of manufacturing 
processes and consumption, and to the 
environmental impacts coupled to these 
parts of the life cycle. The largest material 
flows occur at the point of extraction, and 
there they add most to the indicator of 
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日本政府は 2007 年に「持続可能な社会」の実現

に取り組む政策を採用した。その中で、そのような

社会を建設するために、3 つの側面、具体的に言う

と「低炭素社会」、「循環型社会」、「自然共生社会」

を統合する包括的な措置の実施を提案している。こ

の決定は、長期的な部門別政策立案を統合するとと

もに、将来の総合計画に必要な準備をするものであ

る。物質フロー勘定（MFA）は日本の環境政策の不

可欠な特徴となり、国家経済における物質フローの

全体的システムを確認し、そのような流れを項目別

に概説している。

以上の概要から明らかなように、経済成長と環境負

荷とのデカップリングおよび資源生産性の促進は、

4 カ国すべての政策アジェンダに位置づけられてい

る。どの国も持続可能な経済開発政策の統合を求め

る政策を採用している。デカップリングを実際に達

成するのは非常に難しいが、何が必要であるかに関

して意見の一致が得られていることは実に大きな意

味を持つ。

この報告書で定義されるデカップリングは、持続可

能な社会生態系の構築に向けた長期的なマクロ構造

変化プロセスだが、事例研究から浮かび上がってく

る国家レベルの傾向を見れば、先進経済では資源利

用に関する相対的デカップリングがすでに進んでい

ることが分かる。資源利用の削減ははるかに難しい

が、最終的には、それこそが何よりも必要である。

しかしながら、これが実現するかどうかの決め手と

なる主要因は、より持続可能な資源利用に向けた革

新への投資水準である。これは IRP が発表する第 2

デカップリング報告書のテーマになる。
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climate and geological environment are 
subject to ever increasing pressures, which 
are pushing the limits of sustainability. This 
should make citizens and policymakers 
impatient to reverse the dangerous trends 
and improve the situation. 

The report’s Introduction lists some of the 
challenges that will be addressed in future 
reports of the IRP. Among the positive 
prospects are technologies that deliver 
more and better services using much less 
energy, water, or minerals; policies and 
appropriate market signals that make the 
transition to a clean and low resource 
intensity economy attractive and profitable; 
and the special role of urban areas in 
forging innovations towards a sustainable 
economy. Such opportunities for effective 
decoupling offer not only lifelines for the 
survival of human civilization but also serve 
as preconditions for reducing poverty and 
social inequalities. 

New reports in the decoupling agenda 
pipeline include ones on technologies and 
policies, and on how cities can accelerate 
or be impacted by decoupling interventions. 
We hope that the growing interest in Green 
Economy issues, particularly among policy-
makers, will be well served by this work.

We are very grateful to the team 
coordinated by professors Marina Fischer-
Kowalski and Mark Swilling for having 
collected the relevant data and presenting 
a rounded picture of resource intensities 
and the attempts to reduce them. We thank 
the authors of the four case studies on 
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conclusions of the report. We hope that 
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the publication and circulation of this 
report, particularly by national institutions.

We also wish to thank Jeff McNeely, 
member of the IRP, for serving as Peer 
Review Coordinator for the report, and the 
(anonymous) peer reviewers who have 
gone to the trouble of reading and 
commenting the draft report; their 
suggestions have certainly improved its 
quality. Finally, we would like to thank the 
Paris Office of UNEP, notably Ms. Janet 
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throughout the preparation of the report.
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こ
こで評価の対象となっている資源の世

界貿易は複雑なプロセスであり、最初

の資源採取から資源をもとに生産され

た商品の最終処分に至るライフサイク

ルの各段階（図 3）で、様々な影響を及ぼす（多く

の製品が多種類の物質資源を含んでいるが、それぞ

れの資源は地球上の異なる地域から採取されたかも

しれない）。様々な主体、それもしばしば遠く離れ

た国の主体が、様々な段階で重要な役割を果たして

いることがあり、デカップリングに対する責任の所

在を決定するのを難しくしている。さらに問題を複

雑にしているのが、ライフサイクルの段階に応じて

異なる政策が必要とされる場合があることだ。理想

としては、ライフサイクルのそれぞれの段階に応じ

てデカップリングを促進する適切な政策を採用する

ことが望ましいが、この理想は依然として実現から

はほど遠い。

資源採取の地理的分布が、製造プロセスあるいは消

費の地理的分布と合致することはめったになく、ラ

イフサイクルのこれら各部分に付随する環境影響の

分布と一致することもめったにない。最大の物質フ

ローは採取段階で発生し、この段階で資源利用の指

標が最も大きく上昇する。原料が採取されて取引の

対象になる時点では、すでに最初の量の一部を廃棄

4.　デカップリング、貿易および開発動学
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物や排出物として置き去りにしている。一般的に言

えば、採取から製造、販売消費に至る連鎖において、

それぞれの商品はバリューチェーンを進む中で、ま

すます多くの労働・知的資本を内包しながら経済価

値を高めていくが、その一方で連鎖過程を進んでい

くうちにしだいに重さを失っていく。国際貿易はし

ばしば解明が困難な形態で費用と便益を移転するた

め、このことは資源生産性やデカップリングの客観

的な国際比較にあたって大きな問題をもたらす。

過去数十年間に国際貿易は大幅に拡大した。1970

年から 2006 年にかけて、貨幣単位（実質ベース）

で見た世界の貿易量は年率平均 7.2％で増加した。

2006 年の貿易額は 1970 年と比べて、工業製品

がほぼ 10 倍、燃料・鉱業製品が 2.3 倍、農産物が

3 倍以上に増えていた。後の二者は本報告書の評価

対象となっている物質資源だが、工業製品はこれら

の資源をさまざまな割合で含む。そのため、ここで

評価される一次原材料だけに関する分析を提示する

ことは不可能である。しかしながら、国際貿易の総

量に関して示された見解から、少なくとも原料の貿

易について示唆的と考えることができる。

貨幣価値で見た貿易量の増加に伴って、物理的貿易

フローも、いくらか目減りはあるが、増加している。

1970 年に約 54 億トン（5.4Gt）だった国際貿易

量は、2005 年には 190 億トン（19Gt）まで増

加した。貨幣的貿易フローと物理的貿易フローとの

相対的デカップリングが起こっているのは、1 トン

当たり価格が高い工業製品の貿易が原料貿易よりも

急速に伸びているためである。2005 年、工業製品

が貿易の物量に占める割合は 4 分の 1 程度にすぎ

なかったが、経済価値のほぼ 4 分の 3 に寄与して

いた。

世界貿易が増大しているということは、貿易活動に

伴う環境への圧力が強まっているということでもあ

る。一方では、特に輸送の影響に起因する直接的な

圧力がある。他方、貿易量の増加に伴って間接的

な（内包された）環境への圧力が強まっている。最

近のモデル計算によると、国際的に貿易されている

製品に内包化された CO2 排出のエネルギー関連の

CO2 排出全体に対する割合は、1995 年の 22％か

ら上昇し、2005 年には 27％となった。「ウォー

ター・フットプリント」指標（商品を生産するた

めの直接的・間接的な水利用量に関するものさし）

によって測定される水消費量の問題については、

1997 年から 2001 年にかけて、世界貿易に内包

された水の総量は世界のウォーター・フットプリン

トの約 16％を占めていた。世界貿易に内包された

物質採取量は、2000 年の世界の物質採取量全体の

約 20％と推定された。
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water to produce a good), total water 
embodied in global trade was around 16% 
of the global water footprint in the 1997 to 
2001 period. Material extraction embodied 
in global trade was estimated to be about 
20% of total worldwide material extraction 
in the year 2000. 

International trade thus contributes a 
significant share of total environmental 
pressures. Therefore, different results are 
obtained when resource use and 
environmental pressures are accounted for 
from a production perspective (i.e. 
allocation to the country where the 
resource is extracted) versus from a 
consumption perspective (i.e. allocation to 
the country where a product is finally 
consumed). Production-based systems are 
far more common, particularly because 
they use clear system boundaries. 
However, complementary consumption-
based accounting systems along the life 
cycle of a product are required to take 
trade-related effects into account. This 
more comprehensive system of accounts 
could serve as the empirical basis for 
developing options for sharing 
environmental responsibility among 
countries that are playing different roles 
along the entire value chain. 

Half of the volume of world trade is shared 
between the EU-27 (excluding intra-EU 

trade), China, the USA, and Japan, with 
about 45% of world exports and 51% of 
world imports. At the other end of the 
spectrum, 49 of the least developed 
countries, mostly in sub-Saharan Africa 
and Central Asia, together hold a share of 
only 1.1% of global trade. While some 
developing and emerging countries (most 
notably China, but also Brazil, Mexico, 
Malaysia, India and many others) have 
achieved successful integration into the 
global trade system, globalization has not 
benefitted all countries and individuals. 

Industrialized countries (here including 
China) largely export manufactured 
products. Many developing regions, on the 
other hand, continue to rely strongly on the 
export of raw materials. Latin America 

Figure 16. Composition of exports (in monetary 
units) by world regions, 2006

Source: WTO, 2008
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このように国際貿易は、環境への圧力全体のかなり

大きな割合に寄与している。したがって、資源利用

と環境への圧力を生産の視点（すなわち、資源が採

取された国への配分）から見た場合と、消費の視点

（すなわち、製品が最終的に消費された国への配分）

から見た場合とでは、異なる結果が得られる。生産

ベースのシステムのほうが、とりわけ明快なシステ

ム境界を適用しているという理由で、はるかに一般

的である。しかしながら、貿易関連の影響を考慮に

入れるには、製品のライフサイクルに沿った補完的

な消費ベースの勘定システムが必要である。このよ

り包括的な勘定システムは、バリューチェーン全体

のなかで異なる役割を果たしている国々に環境責任

を分担させる選択肢の立案にあたって、経験的基礎

となり得るだろう。

世界貿易量の半分を EU27 カ国（EU 域内貿易を除

く）と中国、アメリカ、日本が分け合っており、世

界の輸出の約 45％、輸入の 51％を占めている。

それに対して、サハラ以南のアフリカと中央アジア

を中心とする 49 の後発発展途上国が世界貿易に占

める割合は、合計 1.1％にすぎない。いくつかの発

展途上国・新興国（まずは中国だが、ブラジル、メ

キシコ、マレーシア、インドなどその他多くの国々

も含まれる）は世界貿易システムへの統合に成功し

たが、グローバル化はすべての国や個人に利益を与

えているわけではない。

先進工業国（ここでは中国を含む）は主に工業製品

を輸出している。他方、多くの発展途上地域は相変

わらず原料輸出に大きく依存している。ラテンアメ

リカは農業・鉱業原料から輸出収入のほぼ 70％を

得ており、中東は総輸出の 4 分の 3 以上が化石燃

料であり、一次産品が貿易に占める割合はアフリカ

が最も高い（輸出の 80％で、農産物、鉱物、化石

燃料から成る）（図 17）。しかし、この一般的なパター

ンには重要な例外がいくつかある。というのも、オー

ストラリア、カナダ、アメリカといった人口密度の

低い国々に典型的にみられるように、一部の工業国

が一次産品の輸出国として大きな役割を果たしてい

るからである。

図17. 世界地域別輸出物構成（貨幣単位、2006年）

アジア

ヨーロッパ

北米

ラテンアメリカ

中東

アフリカ

農産物
鉱物・燃料
工業製品

出所：WTO, 2008
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agricultural and mineral raw materials, 
more than three quarters of total exports of 
the Middle East are fossil fuels, and Africa 
has the highest share in primary products 
(80% of exports, consisting of agricultural 
products, minerals and fossil fuels) 
(Figure 16). However, this general pattern 
has some important deviations, as some 
industrial countries, typically those with a 
low population density, such as Australia, 
Canada, and the USA, also play a major 
role as exporters of primary products. 

The total extraction of material resources 
is as unevenly distributed across the world 
as might be expected (Figure 17). Biomass 
extraction is distributed most evenly (in 
close relation to population numbers), and 
the extraction of fossil fuels is distributed 
most unevenly, depending on resource 
endowment and previous exploitation. 
International trade redistributes these 
resources across the globe, allowing some 
countries to export resources and other 
countries to be supplied with primary 
products for manufacture and consumption 
(both domestic and abroad).

As Figure 17 illustrates, industrialized 
countries have the highest share in trade 
activities, while their share of materials 
extraction corresponds roughly to their 
share of world population. Even if they are 

also active exporters, they import two 
thirds of all traded materials. This 
difference is also reflected when 
comparing economic (monetary) and 
physical trade balances (Figure 18).

While monetary trade balances tend to be 
relatively even (except for the growing trade 
deficit of the USA), physical trade balances 
have a systematic asymmetry; industrial 
countries tend to be net material 
importers, while developing countries have 
served as net exporters over the whole 
time period. During the last decade, the 
group of countries with economies in 
transition have also become net exporters. 
In 2005, the industrial countries net 
imported around 2 billion tons (2 Gt), of 

Source: Drawn from SEC database, http://www.uni-klu.ac.at/socec/
inhalt/3812.htm, see Steinberger et al., 2010

Figure 17. Raw material extraction and trade by 
country type
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予想されるように、物質資源の総採取は世界的には

不均等に分布している（図18）。バイオマス採取は（人

口と密接に関連して）最も均等に分布しており、化石

燃料の採掘は天然資源の賦存状況や過去の開発に応

じて最も不均等に分布している。国際貿易は、これら

の資源を世界中に再分配し、ある国々が資源を輸出

する一方で、ある国々が（国内外での）製造・消費用

に一次産品の供給を受けたりできるようにしている。

図 18 に示されるように、先進工業国は貿易活動

に占める割合が最も高いが、物質採取に占める割合

は世界人口に占めるその国の割合にほぼ対応してい

る。先進工業国は活発に輸出も行っているはいるが、

貿易されているすべての物質の 3 分の 2 を輸入し

ている。この差は、経済（貨幣）的貿易収支と物理

的貿易収支との比較にも表れている（図 19）。

貨幣的貿易収支は（アメリカの貿易赤字増大を除い

て）比較的均等になる傾向があるが、物理的貿易収

支は構造的に非対称で、全期間を通じて先進工業国

は物質の純輸入国である傾向があるのに対し、発展

途上国は純輸出国となっている。過去 10 年間に市

場経済移行国グループも純輸出国となった。2005

年、工業国は正味約 20 億トン（2Gt）を輸入し、

その 3 分の 2 が発展途上国、3 分の 1 が旧コメコ

ン諸国から供給された。

図18. 国の分類別資源採取及び輸出入

国内採取
輸出
輸入

出所：右記から引用：SEC database, http://www.uni-klu.ac.at/socec/ 
inhalt/3812.htm, 右記を参照：Steinberger et al., 2010

先進工業国

新興工業国

経済移行国

湾岸協力会議

最貧国・
発展途上国
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which two thirds originated from 
developing countries and one third from 
the former Comecon countries.

Current economic specialization and 
resulting physical trade patterns have had 
both positive and negative implications for 
economic development in developing 
countries, with the balance depending 
largely on the enabling and regulatory 
conditions and the specific conditions that 
are agreed. Factors cited for contributing to 
the negative impacts have included low 
prices for raw materials, limited domestic 
processing, rent-seeking, and many other 
factors. 

Despite these concerns, international trade 
can make an important contribution to 
global decoupling when guided by 
appropriate policies on environment and 
trade. These have hitherto been managed 
separately at country and global levels 
(with, for example, very limited connections 
between the work of the WTO and global 
environmental bodies such as the 
international environmental conventions 
and UNEP’s Governing Council). Improved 
policies to support decoupling include 
reducing global resource use through 
exploiting transport and physical or 
geological potentials in a way that 
minimizes negative environmental impacts; 
incorporating in trade negotiations the full 

Million tons 

Physical trade balances

Monetary trade balances

a Note that net imports and net exports do not balance out, as many 
developing countries do not fully report their international trade to the 
UN, which provides the basic data for these calculations (UN Comtrade 
data base).
Source: Dittrich, 2010

Billion US$ 

Figure 18. Physical and monetary trade balances 
of three country types, 1962 to 2005a

● Industrial countries
● Transformation countries
● Developing countries
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現在の経済の専門化 / 分化とその結果としての物理

的貿易パターンは、発展途上国では、経済発展に正

負両方の意味合いを持ち、他は、権限付与や法制上

の条件、合意された特定の条件に大きく依存する。

悪影響に寄与する要因として挙げられたものは、低

原料価格、国内加工の限界、レントシーキング（レ

ント独占維持活動）やその他のいろいろな要因であ

る。

このような問題はあるものの、適切な環境・貿易政

策に導かれれば、国際貿易はグローバルなデカップ

リングに大きく貢献することができる。これらの問

題は、これまで国家・世界レベルで別々に管理され

てきた（例えば、WTO の作業と、国際環境協定や

UNEP 理事会といったグローバルな環境関連機関の

作業の間の関連は非常に限られたものである）。改

善されたデカップリング支援策として、負の環境影

響を最小限に抑える方法で輸送や物理的・地質学的

可能性を利用することで、世界の資源利用を削減す

る措置、貿易対象商品のバリューチェーン全体を貿

易交渉で取り上げる措置、現在「外部性」とみなさ

れている環境要因や社会費用を組み込んだ価格につ

いて合意する措置が挙げられる。

図19. 3種類の国の物理的貿易収支と貨幣的貿易収支、
1962〜2005年（注a）

百万トン

十億米ドル

工業国
移行国
発展途上国

物理的貿易収支

貨幣的貿易収支

注 a）純輸入と純輸出が合わないことに注意。これは多くの発展途上国が、こ
の計算の基礎となる国連 COMTRADE データベースに国際貿易の詳細を完全
には報告していないためである。
出所：Dittrich, 2010
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traded; and agreeing on prices that 
incorporate environmental factors and 
social costs that are now considered 
‘externalities’.

Such measures would support the desire 
of developing countries to diversify their 
economies so that they can reduce 
dependence on the export of a small 
number of commodities, support the 
development of domestic markets, and 
promote sustainable economic 
development. 

Some decoupling has accompanied the 
expansion of material consumption, as the 
overall material intensity of the global 
economy declined from 2.1 tons in 1980 to 
1.6 tons per US$1000 in 2002 (Figure 19). In 
other words, 25% less material input was 
required in 2002 compared to 1980 to 
produce one unit of real GDP. This 
decoupling was an economic response to 
the innovations made possible by the 
growth of information and communications 
technology, new materials, more efficient 
production methods, better health and 
education, and a host of other factors. It 
seems reasonable to conclude that 
resource decoupling on a global scale has 
been a significant part of global GDP 
growth, with many developing countries 
showing more rapid GDP growth than the 

industrialized countries, at least some of 
which experienced low, or even negative, 
GDP growth rates in some years. However, 
Figure 19 also shows that Western Europe 
and North America remained the most 
efficient economies due to their knowledge 
infrastructures and technological 
capabilities, and the overall process of 
relocating extractive industries in other 
parts of the world. In contrast, the 
resource-rich resource exporting countries 
in Latin America, Africa, Oceania (due 
mainly to Australia’s rapid rise as a coal 
and iron ore producer) and Asia were either 

Figure 19. Material intensity of the world 
economy: Domestic extraction of materials per 
unit of GDP by world region

Source: Behrens et al., 2007
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そのような措置は発展途上国がめざす経済の多角化

への支援につながるであろう。それによって途上国

は、少数の商品の輸出に対する依存度を引き下げた

り、国内市場の開発を促したり、持続可能な経済開

発を促進したりできるようになるだろう。

グローバル経済の全体的な物質強度が 1980 年の

1,000 米ドル当たり 2.1 トンから 2002 年には

1.6 トンに低下する中（図 20）、デカップリング

の中には物質消費の拡大を伴うものが見られた。言

い換えれば、2002 年に実質 GDP1 単位を生産す

るために必要とされた物質投入は、1980 年より

25％少なかったということである。このデカップ

リングは、情報通信技術の進歩、新材料、より効率

的な生産方法、医療・教育の改善、その他多くの要

因によって可能となった革新への経済の対応による

ものである。結論として、世界的規模の資源デカッ

プリングが世界の GDP 成長の重要な部分を占め、

多くの発展途上国が先進工業国よりも急速に GDP

を伸ばしており、工業国の少なくとも一部はここ数

年 GDP 成長率が低迷し、縮小している場合さえあ

る、とするのが妥当なところであろう。しかし図

20 は、西ヨーロッパと北米が知識基盤、技術的能力、

世界の他の地域に採取産業を移転するプロセス全体

のおかげで、依然として最も効率的な経済であるこ

とも示している。対照的に、ラテンアメリカ、アフ

リカ、オセアニア（主にオーストラリアが石炭・鉄

鉱石生産国として急速に台頭していることによる）

およびアジアの資源豊かな資源輸出国は、非常に効

率が悪いままであった（アフリカ）、または、建設

用鉱物や鉱石、化石燃料への依存度をますます高め

て高度経済成長を遂げた（アジアとオセアニア）。

図 20. 世界経済の物質強度：世界の地域別に見た
GDP1単位当たりの国内物質採取

物質強度
米ドル（1995 年の実質価格）当たりトン

アフリカ
オセアニア
ラテンアメリカ
アジア
北米
ヨーロッパ
世界平均

出所：Behrens et al., 2007
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highly inefficient (Africa) or were building 
fast-growing economies that were 
increasingly dependent on construction 
minerals, ores and fossil fuels (Asia and 
Oceania). 

Is decoupling a realistic basis for further 
policy work to support the green economy? 
Will the solutions to the global economic 
recession depend on investments in ‘green 
growth’ rather than just be a return to 
business as usual? No definitive answers 
are available, but some evidence suggests 
cautiously positive answers. For example, 
the $2–$3 trillion that will be invested to 
revive the global economy has been 

inspired by more than a narrow economic 
recovery vision, as some countries have 
incorporated ‘green growth’ elements into 
their economic rescue packages 
(Figure 20). These include expanding public 
transport and freight rail services, 
constructing ‘smart’ electrical grid 
management systems, investing in 
renewable energy (wind, solar, bio-energy), 
greening of living spaces, restoring rivers 
and forests, and recycling wastes. Many of 
these investments are concentrated in new 
kinds of urban infrastructure, thus 
reinforcing the significance of cities in 
managing the transition to ‘green 
economies’.

Figure 20. Eco-friendly spending, total amount and percentage of total fiscal stimulus package

Source: HSBC, 2009

South Korea
China
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デカップリングは、グリーン経済を支援する今後

の政策検討の現実的な基礎となるのだろうか。グ

ローバルな景気後退の解決策は、単なる現状維持へ

の逆戻りではなく、「グリーン成長」への投資にか

かってくるのだろうか。決定的な答えはないが、い

くつかの兆候が慎重ながらも前向きの回答を示して

いる。例えば、グローバル経済の再生に 2 ～ 3 兆

ドルが投じられる予定だが、これは単なる狭量な景

気回復ビジョンに基づく措置ではなく、いくつかの

国々は経済救済策に「グリーン成長」の要素をいく

つか盛り込んでいる（図 21）。これらには、公共輸

送・貨物鉄道サービスの拡大、「スマート（次世代）」

送電網管理システムの建設、再生可能エネルギー（風

力、太陽、バイオエネルギー）への投資、生活圏の

緑化、河川や森林の回復、廃棄物の再生利用などが

含まれる。これらの投資の多くが新しいタイプの都

市インフラに集中しており、その結果、「グリーン

経済」への移行を管理するうえでの都市の重要性が

高まっている。

図21. 環境に優しい支出―総額および全景気刺激策に占める割合

韓国
中国

フランス
ドイツ

アメリカ
メキシコ

オーストラリア
カナダ

サウジアラビア
イギリス
スペイン

日本

割合 十億米ドル

出所：HSBC, 2009
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T
his Assessment Report has 
provided evidence that it is time to 
recognize the limits to the natural 
resources available to support 

future resource demands created by 
traditional approaches to economic growth 
and human development. Growing 
resource constraints will not affect 
everyone equally. The world’s poorest 
people will be deprived of opportunities to 
develop, even though they are minor 
consumers of most materials covered in 
this report. At the same time, the world’s 
richest nations will find it increasingly 
difficult to enjoy their current levels of 
consumption and the fruits of a stable 

world if resource depletion continues and 
resource prices increase. The optimal 
solution for all countries is to make 
sustainable resource management a 
central focus of policies for growth and 
development. As a contribution to what this 
means in practice, this report has shown 
how decoupling of resource consumption 
and environmental impacts from economic 
activities can provide a policy tool for 
calibrating the shifts required over time to 
manage the transition to a more 
sustainable global economy.

The report has distinguished between 
resource and impact decoupling, and 
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5.　主な政策課題

こ
の評価報告書では、経済成長と人間開

発への伝統的なアプローチによって生

み出された将来の資源需要を支えるた

めに利用できる天然資源に、限界があ

ることを認識すべきときが来ているという証拠を提

供してきた。資源制約の増大は、すべての人々に等

しく影響を及ぼすわけではない。世界の最貧困層は、

この報告書で取り上げたほとんどの物質をわずかし

か消費していないにもかかわらず、開発の機会を奪

われることになる。同時に、資源の枯渇が続いて資

源価格が上昇すれば、世界で最も豊かな国々も、現

在の消費水準と安定した世界の果実を享受すること

が次第に難しくなるだろう。すべての国々にとって

最適な解決策は、持続可能な資源管理を成長・開発

政策の中心に据えることである。これが実際に意味

するところを明らかにするために、この報告書では、

資源消費・環境影響と経済活動とのデカップリング

が、より持続可能なグローバル経済への移行を管理

するために（時とともに必要となる）移行調整のた

めの政策ツールを提供し得ることを示した。

本報告書では、資源デカップリングと影響デカップ

リング、それにデカップリングと資源利用の絶対的

削減とを区別した。相対的な資源デカップリングは

世界的規模で起こっているが、相対的にすでに大量
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の資源を消費している先進経済でより目立ってい

る。環境政策が歴史的に成果を上げているにもかか

わらず、影響デカップリングに関する最新の証拠は

ほとんど入手できない。より持続可能なグローバル

経済に移行するには、資源・影響デカップリングを

促進する持続可能な資源管理戦略を採用し、先進経

済では資源利用の絶対的削減に、発展途上経済では

相対的デカップリングに重点を置く必要がある（一

定の段階を過ぎれば、発展途上国も絶対的削減モー

ドに移行しなければならない）。

これから取り組まなければならないデカップリング

に関する主要な課題として、次のようなものが挙げ

られる。

⃝気候変動や生態系サービスの悪化、汚染な

どの問題に対処するための取り組みに、グ

ローバルな資源の流れとそれに伴う環境影

響をどのように組み込むのか。

⃝人類が利用できる天然資源の量に物理的限

界があり、経済活動の環境負荷にも限度が

あるという現実を、政策立案者（および一

般大衆）にどのようにして納得させるのか。

⃝すでに起こっているデカップリングを推進

する経済的要因は何か、また、いかにして、

これらの要因をより効果的に活用し、デカッ

プリングを加速させられる革新・技術への

投資を飛躍的に増大させることができるの

か。

⃝市場シグナルによって、資源生産性を高め

る革新を促進できるようにするにはどうす

ればよいか。国際貿易に資源デカップリン

グの概念を最もうまく組み込み、天然資源

貿易の公平な条件を支援できるようにする

にはどうすればよいか。

⃝持続可能な資源管理によって「非物質的成

長」の目標を実現できるようにするには、

現在の経済成長モデルはどのように修正す

ることができるのか。

⃝「第2の都市化の波」の真っただ中で経済成

長、持続可能な資源管理、貧困撲滅といった

数々の課題が持ち上がっていることを踏ま

えて、それぞれの都市が創意や資源、地域社

会を結集し、都市の生産・消費プロセスでデ

カップリングが意味するところを実現する

にはどうすればよいか。
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T
his Assessment Report has shown 
that both resource and impact 
decoupling are taking place, albeit 
at a modest pace. This might be 

taken to imply that any innovation that 
results in less inputs or impacts per unit of 
output will contribute to decoupling. 
However, the ‘rebound effect’, in which 
savings from efficiency are used to exploit 
other resources, suggests some caution is 
required. The size of rebound effects 
depends at least partly on the trajectory of 
prices. In a context of constant or sinking 
price levels, rebound effects tend to become 
larger. Figure 7 showed that the long-term 
historical trajectory of real resource prices 

has been downward in the 20th century, with 
some periods of soaring resource prices. 
Since the turn of the millennium, many have 
argued that now, finally, resource prices will 
continuously rise. The surge of oil, gas and 
other mineral resource prices until the 
economic crisis in 2008 was triggered by 
steeply rising demand from the rapidly 
developing Asian economies, following 
standard economic theory of supply and 
demand. But the economic interpretation 
that declining price levels are a correct 
market indicator for resources not 
becoming more scarce is risky: the opposite 
may transpire when it is already too late to 
take corrective measures. 
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⃝デカップリングが、グローバルな不平等を

抑えて最終的に貧困を根絶するために必要

な前提条件であることを証明できるように

するにはどうすればよいか。特に、発展途

上国が、資源生産性の向上と生態系サービ

スの回復によって貧困を根絶する成長・開

発戦略を見つけられるようにするにはどう

すればよいか。

IRP は今後の作業で、そのような問いへの回答を探

求するつもりである。
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climate and geological environment are 
subject to ever increasing pressures, which 
are pushing the limits of sustainability. This 
should make citizens and policymakers 
impatient to reverse the dangerous trends 
and improve the situation. 

The report’s Introduction lists some of the 
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and the attempts to reduce them. We thank 
the authors of the four case studies on 
national decoupling policies, which give 
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conclusions of the report. We hope that 
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the publication and circulation of this 
report, particularly by national institutions.

We also wish to thank Jeff McNeely, 
member of the IRP, for serving as Peer 
Review Coordinator for the report, and the 
(anonymous) peer reviewers who have 
gone to the trouble of reading and 
commenting the draft report; their 
suggestions have certainly improved its 
quality. Finally, we would like to thank the 
Paris Office of UNEP, notably Ms. Janet 
Salem, for excellent support work 
throughout the preparation of the report.

Dr. Ernst Ulrich von Weizsäcker
Emmendingen, Germany
Dr. Ashok Khosla
New Delhi, India
Co-Chairs, International Resource Panel (IRP)
31 March 2011
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6.　結論

こ
の評価報告書では、資源デカップリン

グと影響デカップリングの両方が緩慢

にではあるが生じていることを示した。

これは産出 1 単位当たりの投入や影響

の減少を減らす革新が、デカップリングに貢献する

ことを示していると考えてよい。しかしながら、効

率向上による節約が他の資源の搾取に利用されると

いう「リバウンド効果」は、一定の注意が必要であ

ることを示している。リバウンド効果の規模は、少

なくともある程度は価格の推移によって決まる。価

格水準が一定か低下している場合は、リバウンド効

果が大きくなる傾向がある。図 7 を見れば分かる

ように、20 世紀には実質資源価格が長期的に下降

線をたどったが、何度か資源価格が上昇した時期が

あった。21 世紀に入ってから、ついに資源価格が

絶えず上昇する時代に入ったという主張が目立つよ

うになった。2008 年に経済危機が発生するまで石

油、ガス、その他の鉱物資源価格が上昇したのは、

急速に発展するアジア経済からの需要が急増したこ

とによるもので、需要と供給に関する標準的な経済

理論に従っていた。しかし、価格水準の下落が、資

源の希少性が高まっているわけではないことを示す

正しい市場指標であるという経済的解釈は危険であ

る。是正措置をとるには手遅れな状況となった時に、

その解釈とは逆の状況が起こるかもしれない。
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しかし図 1 および 4 によると、20 世紀に GDP は、

ここで検討を加えた 4 つのカテゴリーの資源の採取

よりはるかに速いペースで増加した。世界経済の「脱

物質化」は程度の差はあるが自然に発生し、世界規

模の資源生産性を毎年 1 ～ 2％ほど効果的に高め

た。このデカップリングは工業国で特に顕著に見ら

れ、デカップリングの余地がまだかなりあることを

示している。

UNEP 国際資源パネルは、水、土地・土壌、その他

の主要な天然資源への適用を含めて、別立ての報告

書でデカップリングの概念をより包括的に適用する

という課題に取り組む予定である。
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人類は過去 1 世紀の間に驚異的な経済・社会開発を成し遂げた。しかしながら、その開発が環境や低コスト資源の
利用可能性を犠牲にして達成されたことを示す兆候が、ますます強まっている。進歩はあったものの、いまだに大
きな貧富の差が見られる。

資源利用のペースを安定させ環境への影響を緩和しつつ、経済活動を公平に拡大するというジレンマは、社会に前
例のない機会と課題をもたらしている。本報告書で国際資源パネルは、この課題に取り組むために、経済成長およ
び人間の幸福と環境影響および資源利用との切り離し（デカップリング）の概念を適用しようと試みた。

この報告書はデカップリングの概念に確固たる基礎を与えるものであり、主な用語を明確に定義するとともに、資
源利用が急激に増大しているという実証的証拠を提供している。また、デカップリングはすでにある程度生じてい
るが、その潜在的可能性にはまだまだ到達していないことも示している。これらのシナリオは、私たちが資源の利
用方法に関して歴史的な選択を迫られていることを示している。本報告書では革新の可能性を調べ、経済成長と、
より資源効率の高い経済の構築における都市の役割を再考している。国家レベルにおける 4 つの事例研究は、政策
立案者がどのようにデカップリング戦略を実施しているかを明らかにしている。

ここでは物質資源、すなわち化石燃料、鉱物、金属、バイオマスに焦点を当てる。この報告書を補足するために IRP は、
土地や土壌、水、金属、都市、GHG 排出削減技術に関する報告書を並行して発表する予定である。今後発表され
るこれらの報告書は、環境影響と経済成長および人間の幸福の改善とを切り離す（デカップリングする）方法に対
する理解を深めるという国際資源パネルの目標に貢献するだろう。

資源消費と経済成長との切り離し（デカップリング）に関する作業を通じた国際資源パネルの貢献が、経済のグリー
ン化を目指す政策立案者のために大いに役立つものになれば幸いである。

仮訳：本報告書の日本語訳は、UNEP資源パネル事務局の許諾を受けて、日本国環境省の請負業務として、
財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）が行いました。その際、森口祐一東京大学大学院教授（UNEP資源
パネルメンバー）による翻訳監修を受けています。
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